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無限期間定常経済モデルにおける厚生

経済学の第2基本定理と競争均衡の

存在定理:一般的消費集合のケース

久保田肇
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1.はじめに

Lucas-Stoky (1989， Ch. 15)では∞を財空

間として利用する経済モデルにおいて，厚生経

済学の第 2基本定理，所得移転を伴う準均衡

や競争均衡，そして，1， 価格の議論を行って
いるが，パレート最適配分の存在や所得移転を

伴う準均衡や競争均衡の存在の議論は行ってい

ない。そこで，本稿では， Lucas-Stoky (1989， 

Ch.15)の議論を補完するために，根岸アプロ

ーチを利用した Magi11(1981)の無限次元財空

間モデルに基づいて，んを財空間として利用

する無限期間定常経済モデルにおける競争均衡

の存在定理の証明を行う1)そして，均衡価格

は最終的にはんから見つける 2)。

1) Magill (1981)ではL咽(ある σー有限測度空間上

で定義された本質的に有界な可測関数(の同値)族)

を財空間として根岸アプローチに基づいて競争均衡

の存在定理の証明を行っている。本稿では，議論を

単純にするために. /，∞(全ての有界な数列の集合)

を用いる。 1聞はL閣において測度空間として自然

数の集合N.その客集合，そして個別計算狽IJ度と
したケースである。

2) Magill (1981)では，吉田 Hewittの分解定理を利

ところで，通常は消費集合として非負象限が

用いられ，また，各消費者が常に十分な水準の

所得を実現させる個人強生存条件が用いられる

が，本稿では，一般的な消費集合を用い，その

際にはどのような条件が必要なのかを明確にす

る。更に，個人生存条件は仮定するが個人強生

存条件は仮定せずに，既約性と経済全体での強

生存条件を仮定して，競争均衡の存在を証明す

る。Boyd-McKenzie(1993)では財空間がR∞(s") 

のケースにおいてエッジワース均衡アプローチ

に基づく議論を用いているが，一般的消費集合

を仮定しているために，経済全体での強生産性

条件の他に通常の既約性だけでは不十分で，そ

れに lつ条件を加えた強既約性を用いてい

る。 Becker-Boyd(1997， Ch. 7)では，同様の

議論を財空間がん(s)のケースにおいて行って

いる 3)。それに対して本稿では，根岸アプロー

用する Bewley(1972)を言及する事によって，均

衡価格を LIから見つける議論の証明は行っていな

い。 Lucas-Storky(1989)では， Bewley (1972)が

利用した吉田-Hewittの分解定理を利用せずに，

Prescott-Lucas (1972)に基づいて直接的に均衡価格

をLIから見つける議論を行っている。本稿でも，

Lucas-Storky (1989)と同様に.Bewley (1972)に

よる吉田 Hewittの分解定理を利用せずに.直接的

に均衡価格を /1から見つける議論を行う。

3)根岸アプローチに基づいて. /∞ (β)を財空間とする

無限期間経済モデルにおける競争均衡の存在定理の

証明は，別の機会で行う予定である。勿論，ここで

βは長期的な経済成長率に対応しているが， β>1

が長期的に正の経済成長が可能な内生的経済成長モ

デルで議論されているケースに対応している。 l∞

(s)の正確な定義は以下の注 6)で述べる。
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チを用いるので，一般的消費集合を仮定しても を一般的価格空間として利用する。また，(l∞)*

強既約性ではなくて通常の既約性で十分である の点の大小関係はゆε(100)¥ ゆミ OC}ゆ(z)注O

が，それ以外に消費集合に条件を 1つ課さなく

てはいけないという事が判明するへこの点に

ついては，今までのところ触れられていない

が，非負象限とは限らない一般的消費集合を仮

定すると，エッジワース均衡アプローチでは強

既約性が，根岸アプローチではこの消費集合に

対する追加的な条件が，いずれにしても必要と

なるというのは興味深い事実である 5)。

2.モデル

この節では本稿で取り扱う無限次元財空間モ

デルについて述べる。まず，財空間としては全

ての有界な数列からなる集合に一様収束ノルム

11 X 11∞=SUPtEN 1 Xt 1を与えたノルム空間 loo= 

{XεR∞: SUPtεNI為 1=11X 11∞く∞}を用いる 6)。

l∞の点の大小関係は，X = (Xt) ~ OC}Xtミ0，

Vtε N， X = (xt ) と OÇ}X~ 0かつ X;60， X =(xt) 

> OC}xt > 0 Vtε N， X = (xt )>> OC}Xt三8>0，

Vtε N，ヨ8>0，と各々定義する 7)。そして，l，∞ 

の11.11∞ノルムによる(ノルム)位相に関して

連続な線形汎関数の集合(l∞)ホが，N上で定義

された有界な有限加法的測度の集合baとな

り，この baは全ての総和可能な数列の集合 II

を含む事が知られている 8)。本稿ではこの ba

4)強既約性やこの消費集合に対する追加的な条件につ

いては，次節で詳しく述べる。

5 )この条件やB-Mの強既約性については，無限期間

モデルだけでなく，実は古典的有限次元財モデルに

おいても必要であるロ

6 )前節の「はじめにJで触れたら(s)は，全ての高々

pの成長因子を持つ数列からなる集合に一様収束ノ

ルム 11x 1100 (s) =sup 'EN 1 x， /β， 1を与えたノルム空

間で，/，田(の={xER九日伊'EN1 x， /β'1=llx 11田(β)
く∞}と表される。

7) Bewley (1972)の記法に対応しているロ

8) baの要素は，吉田-Hewitt分解定理によって，N上

の完全加法的測度と見なされる I1 の要素と，N上

の純粋有限加法的狽IJ度pfaに一意的に分解される。

経済学的に， I1の価格は異時点間利子率の割引現

在価値のような解釈が可能であるが，pfaの価格は

Vz 孟 0 ，ゆ三 O Ç}ゆ ~O かつゆ;6 0 ，ゆ>0 C} 

ゆ(z)> 0 Vz > 0と各々定義する。さらに 11ゆ11*

=sup{ 1ゆ(x)1:11 X 11= 1}によって(loo)*にノル

ム 11. 11*を定義すると，(l∞)*はノルム空間に

なる。乙の時ゆミOに対しては 11ゆ11*=ゆ(e)と

なる。ここでe= (1，1，・・・)ε んである。

ところで，んには 11・11∞ーノルムによる(ノ

ルム)位相が定義されているが，それとは別に，

l∞上の線形汎関数として IIを利用したい)弱

位相叫ん，II )もあり，最終的には均衡価格が

[1に含まれる事を示したいので，以下では基

本的にこの(ド)弱位相叫ん，II )を用いる。(*)

弱位相叫ん，ll)は，IIをJ∞上の線形汎関数と

して看{放した時に，IIを連続とするような最

弱の線形位相として特徴付けられる引。

無限の先の将来においてのみ価値を持つので，バブ

ル項という解釈は可能である。吉田-Hewitt分解定

理に関する経済学的な説明については， Lucas-Storky 

(1989， Ch. 15)やGil回目LeRoy(1991)参照。

9 )ここで，線形位相空間とは，ベクトル和とスカラー

積が連続となるように位相が定義された線形空間で

ある。そして， (*)弱位相 u(l田，11)と同様に， I1 を

ふ上の線形汎関数として看倣した時に，I1を連続

とするような最強の線形位相も考えられ，それがマ

ツキィ一位相 r(l∞，11)である。これらの線形位相

に関する特徴付けは，通常線形位相空間の双対性と

して議論されているが，一般均衡理論との関連で

は， MasColel1之ame(1991)において，そして，経

済成長理論との関連では， Becker-Boyd (1997， 

Ch.2)において，各々説明されている。 Moore

(1999， Ch. 11)でも経済理論との関連で必要最小

限度の範囲で一般的に解説されているが， Aliprantis-

Border (1999)において，経済理論で必要となる範

囲でより数学的に詳細に解説されている。線形イ立中日

空間論については，英文ではRobertson-Robertson

(1973)， Shaefer (1971)， Rudin (1991)があり，

特に， Aliprantis-Burkinnshaw (1985， Ch. 3)は要

点が簡潔に纏まっていて良い。邦文では山中(1966，

第 1章)，越(1977)，伊藤・小松(1977，第 3章)

等があるロただし，一般的な線形位相空間における

。)弱位相(やマッキィ一位相)については，経済

理論，特に一般均衡理論，との関連で邦文で解説さ

れたものが皆無なので，本来は解説する必要がある

と考えられる。しかし，今回は基本的な結果に関す
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次に，との経消にはH 人の消費者が存在し もちろん， (ii)=争(ii)'なので(i，y)がバレー

ていて，消費集合c"とその上で定義された選 ト最適であれば弱パレート最適である。そし

好関係R"が与えられているとする川。ただし，

消費集合c"については， McKenzi巴(1959，81)
に沿って消費集合から初期保有量を差し引いた

取引集合を利用し，本稿では初期保有量は明示

的には用いない。また，生産集合についても総

生産集合Yを中心的に用い， Arrow-Debreu-

Hicks型の個々の企業の生産集合は明示的には

用いなしミl九そして，総消費集合を C=27=I 

c"とする。
まず，実行可能な配分の定義から始める。

(X1，X2，...，XH，y)= (i，y)が配分というのを x"

εC" Vh =1，・・'，H，yεYとし，更に配分 (i，y)

が実行可能というのを 2:~=IX" = Yとするロそ
して，F = {(幻)ε×f=IChxY1274xh=y} 

を実行可能な配分の集合とするロ次に配分

(i，y)がパレート最適というのを次の二条件を

満たす配分として定義する。

0)配分(i，y)は実行可能，

(ii)配分 ({'，y')がど"R"x"Vh = 1，・・'，Hで

X'k p" Xkヨkε{1，・・ ，H}となっていれば({'，y')

は実行可能でない。

(ii)の最後の条件を次の(ii)'にした(王，y)

を弱パレート最適と定義する:

(ii)'配分 ({'，y')が x'''p''x''Vh = 1，・・ '，H

となっていれば({'，y')は実行可能でな

る必要最小限度の説明だけにとどめ，より詳しい解

説については， iJllJ度論と共に，機会があれば行いた
いと考えている。

10)通常のように，R"から p"や1"を次のように定義

する。 xp"y~xR"y. かつ yR"x ではない，と定義

し.xI"y~xR"y かつ yR"x と定義する。実際には，

R" に対して完備性を仮定するので• xP"y~yR"x 

ではない，となる。

11)本稿では総生産集合Yの凸錐を用いるが.Arrow-
Debreu-Hicks型の個々の企業の生産集合を用いる一
般的凸生産ケースについては，企業家資源を導入す
ることによって総生産集合Yが凸錐のケースへ変
換し，総生産集合Yが凸錐のケースに帰着させる。
乙の点についてはMcKenzie(1959)参照。

て，F* ={(王，y)ε FI(王，y)は弱バレート最適}

を弱パレート最適な配分の集合とするロ

最後に， (王，y，'五，p)が所得移転を伴った競争

均衡を，次の三条件を満たす事として定義する。

①配分(i，y)は実行可能，pε(l"，，)ヘ{O}，m"
εR Vh = 1，・・'，H

② p .x"孟m"，x'" P" x" =争p'x'''>m'' Vh= 

1， ..・，H

③ p .y' > p'yキy'¢Y，p-y=ZLId-

乙の時，p.Y =P. 2:~=IX 
m" =p.yより p. x" = m" Vh = 1γ・'，Hとな

っている事に注意する。また，②の最後の条件

を次の②F にした(王，y，m，p)を所得移転を伴っ
た準均衡と定義する:

②， p .x" ~ m"， x"'P"x" =争p• x'" > m" Vh = 

1，・・・，H.

もちろん，②や②F において，m"= 0 Vh= 1， 

・'，H となっていれば(i，y，1ムp)を特に

(王，y，p)として，競争均衡および準均衡と各々

定義する。

次に，モデルの仮定を述べる。

(1): C"は非空，凸， σ(l回 11)ー閉， c" c((-b") 

+1よ)ヨb"E 1よ
(2) :選好関係R"は反射性，完備性，推移性

を満たす。R"(x")={x'"εC" Ix'''R''x''}は

凸， σ(l∞，11)ー閉 Vx"εc"，P"(x") = {x'" 
εc" Ix'''P''x''}，σ(l，間 11)ー開 VX"EC" 

(3): (x" +z)P"(x") Vz三oVx"εc" 
(4): Yは非空，原点を頂点とする凸錐，

σ(l∞，11 )一関，Ynlよ={O}

(5) :ヨx6'ε(C"n Y) Vh = 1，・.，H， 2:~=lx6' 

εintll'lI∞(Y) 
(6) : V(i，y)εF，初，(λ，)= (入"x"+(1ーλ，，)x6')， 

V>.."ε[0，1] Vh = 1，"'，H=争(x(入)， 2:~=IX" 
(入，，))=((x" (入，，))7.=1 ，2:~=1X" (入"))εF 
(7) : (C n Y)は11.11∞一有界
(8) : V(i，y)εF， V(Il，J2)，Jの(非自明な)分割

=争ヨx"，h ε[1， y'εY， z" E c"，α" >0， 
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h ε久2?J=y〆F一y一I:"EI'ε
(x"十x")εR"(x")Vh巴[1¥， 

(xk +Xk)εpk (Xk)ヨkε[1.

(9) : VX"εC"，ヨz"ε(co)+，T EN，(x"(t)[-Z" 

(t + 1))εC" Vt > T，ここで (co)+= {Xε 

K~[ 弔→ O} ， (X"(t)[ -z" (t + 1)) =(xι-
xj'， -Zj~l' ・・・).

(10) : Vyε Y，ヨzεco，T E N， (y(t) [z(t))εY  

Vt > T， ここで， (y(t) [z(t+1))=(Y1" 
y， ，Zt+1'・・・).

これらの仮定の殆どは通常用いられる標準的

な条件であるが，幾つかコメントを与えてお

しまず， (1)における C"は，下界(-b") 

を含むとは限らない一般的な消費集合であり，

多くのケースでは C"=((-b")+lよ)となって

いる。消費集合が下界を含むとは限らない一般

的な消費集合は，一般的無限次元財空間のケー

スではBack(1984， 88)が，財空間がR∞(s")

のケースではBoyd-McKenzi巴(1993)が，また，

財空間がl∞(s)のケースではBeck巴r-Boyd

(1997， Ch. 7)が，其々強調している。 (2)は選

好の連続性と弱凸性であり， R" (x")のσ(l，∞，

II )一閉性は選好の上半連続性を，また，p" (x") 

のσ(l∞，II )ー開性は選好の下半連続性を其々表

している。均衡価格を baから見付けるだけで

あれば，選好の下半連続性としては実際には

p" (x")の 11・[[∞一関性のみで十分である事が
知られている。選好の弱凸性である R"(x")の

凸性はp"(x")の凸性と同値である1九 R"の推

移性の下では，p"とR"の推移性が成立する団。

12) Debren (1959， pp. 59，邦訳， pp. 100).また，選好の

凸性は，日z"+ (1α)x" E P" (x") vz" EP" (x")，日E
(0，1)， Vx" E C"であり，付録において，選好の弱
凸性は選好の連続性によって選好の凸性から導かれ
る事を示す。
13)実際.xlR'IX2，X2pflx3として，x3Rhx1とすると，

x'R"x2とR"の推移性より，x3R"x2となるが，こ

れはX2p"x3に矛盾するのでx3R"x'とはならず，
故に，Rhの完備性よりがp"x3となって，p"とR"
の推移性が成立する。同様に，XlpIIX2，X2RhX3と

してもがP"x3となる。

(3)は選好の単調性であるが，全ての時点での一

様な消費量の増加でなくても，ある時点での消

費量の増加が消費者にとって望ましいという事

を表している。この時，z~O とすると ， zlll =z+ 

te>zとなるので、z11lεP勺乍R勺")となる

が， te→ 0(11・11でm→∞の時)よりz1ll→z

(11・[[で、m →∞の時)となり，さらに (x"十z)ε

R" (X")は[[・[[一閉集合なので，結局 (x"十z)

εR" (x")となる。 (4)では Yが原点を頂点と

する凸錐と仮定されているので，均衡における

最大利潤はOとなる。また，通常仮定される生

産の無償処分の lつの表現であるー(l，よ)cY 

は仮定されていなし~'ヘそして，もしもー(l，よ)

CYが仮定されていれば，int 11.11 (1よ);10日より|卜11∞

int
ll.11∞
(Y)r在日となる。この最後の intll'lI∞

(Y)斧日

という生産集合の内点条件は後に凸集合の分離

定理を利用する際に必要となるが，ここでは

ー(lよ)cYを仮定しないので，代わりに(5)にお

いて直接int1111 (Y) r在日を仮定する。ところで，11.1100 

(*)弱位相σ(l，間 II)は[[， 11∞ーイ立相より弱いの

で， (1)， (2)， (4)より，C"， R" (X")， Yは11・11∞

一閉でp"(X")は[[.[[∞ 開となる。

(5)におけるxo'E(C" n Y)は(個人)生存条
件と呼ばれる条件で， Moor巴 (1975)や McK巴n-

zi巴 (1981)などの有限次元財空間経済モデル

においては，既にこの(個人)生存条件を仮定

せずに競争均衡の存在証明は行われている1九

無限次元財空間経済モデルにおいては，未だこ

の個人生存条件を仮定しないケースでの競争均

衡の存在証明は行われていない問。 (5)の二番目

14)もしもー(lよ)c Yが仮定されれば，Yの凸性の下
では(Y一日)cYとなって無償処分が成立する。
15)ところで，ー(1よ)cYが仮定されていれば無償処分

が成立し，すると，xo'EC'1であればx6'= 2::=1 xt 
Z附 ，xt::;yo-2:7=lb̂壬Yoとなってxo'EYとなり，
x8 E(C" n Y)となるのでこの時にはx6'EC"だけ
でよい。
16) Bew1ey (1972)流の，収束する有限次元部分経済
の均衡列(サブネット)の極限を用いる証明方法で

は，元経済において個人生存条件を仮定しなくても，
有限次元部分経済において既約性を仮定する事によ
って，個人生存条件が結果として成立する。したが
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の条件はこの経済が十分に生産的であるという

事を表しており，準均衡において十分な所得額

を保有する消費者が存在する事を保証する。そ

して， (8)の既約性によって全ての消費者が十分

な所得額を保有することになる。また， (5)の

(石，ZLIXJ)は， (4)においてYが凸錐とされ
ているのでZLlXJεYとなって(石，r=:=IXO') 
εFとなり，実行可能な配分である。ことで

は，更にそれよりも強い条件である， zLIXJ
Eint
l卜1∞
(Y)を仮定しており，故に，ヨYoεY，

zf=lxt《 yoとなる。勿論，intll.1I∞(Y) ~日な
ので，既に述べたように， 乙の条件は後に凸集

合の分離定理を利用する際に用いられる。ただ

し，個人生存条件は，パレート最適な配分の存

在や所得移転を伴う準均衡の存在の議論では用

いないので， (5)から個人生存条件を外した経済

全体での強生産性に関する条件を次の(5')として

独立させておく。

(5') :ヨ27JJtε(cn int II'II~ (Y)) 
実際，次節で示すように，所得移転を伴った準

均衡の存在定理では個人生存条件は必要なく，

(5')の経済全体での強生産性条件だけで十分であ

る。ただし，所得移転を伴った競争均衡の存在

定理では，個人生存条件は必要なく， (5')の経済

全体での強生産性条件だけで十分である一方

で， (8)の既約性を強めた(本稿の意味での)強

既約性同という条件を利用しなくてはならな

い17)
0 

って，元経済において個人生存条件を仮定しなくて

も.元経済の均衡が有限次元部分経済の均衡列(サ

ブネット)の極限として表現される事によって，個

人生存条件を仮定しない経済での競争均衡の存在を

示す事は出来る。しかし.個人生存条件を仮定しな

い経済で，元経済での既約性の成立のみを仮定し

て，有限次元部分経済での既約性の成立を仮定する

事なく競争均衡の存在を示す事は，関連文献におい

てまだ示されていない。

17)所得移転を伴わない準均衡の存在定理では個人生存

条件が必要となって，(めではなくて(5)が必要になる。

また，本稿の意味での強既約性は次節の条件(11)で与

えられる。いずれにしても，これらの点に関する詳

しい議論は次節以降で行う。

(6)であるが，今までの文献において指摘され

ていないので，本稿では詳しく説明する。生産

の自由処分を仮定しない一般的な消費集合のケ

ースにおいて， Boyd-McKenzie (1993)やBecker

-Boyd (1997， Ch. 7)はエッジワース均衡ア

ブローチを用いたが，そこでは等処遇コアー配

分の存在を示す必要があり，そのために，以下

で述べる(8)の既約性に付加的な条件を付け加え

た強既約性を利用したi九そして，この強既約

性に基づいて等処遇コアー配分の存在にとって

必要となる等処遇命題の成立を示した。それに

対して本稿では，エッジワース均衡アプローチ

ではなく，根岸アプローチに基づいて生産の自

由処分を仮定しない一般的な消費集合のケース

を扱い，そのためには弱パレート最適な配分の

存在を示す必要があり，乙の(6)がその際に必要

となるのであるロしたがって，自由処分を仮定

しない一般的な消費集合の下では，エッジワー

ス均衡アプローチのケースにおいては， Boyd-

McK巴nzie(1993)の強既約性において(8)の既約

性に付加的な条件を付け加える必要がある一

方，根岸アプローチのケースにおいては，エッ

ジワース均衡アプローチで等処遇命題の成立の

ため必要となった強既約性で加えられた付加的

条件の代わりに，この(6)が必要となるのであ

る。その意味で，根岸アプローチのケースでは，

(6)がエッジワース均衡アプローチのケースの強

既約性で加えられた付加的条件の役割を演じる

のである。この点は，今までの文献において特

に指摘されていない。

そして，特に，消費集合が非負象限を平行移

動してc"=(-b")+ z，よ，b" ε14と表現でき，
選好の単調性と生産の自由処分が成立する場合

には，この(6)も成立する。実際，乙のケースで

は(-b ")ε(Y n C")， -b"三xt，そして自由処
分より (-bh)=dvh=l，…，Hとしてもよい

18) この条件については以下の(8)の説明においてより詳

しく述べる。
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事に注意すると， V(王，y)εF，V入戸 [0，1]Vh= 

1 ，…，H=争王(え)= (x" (入，，))7.=1= (入"x"+ (1一入，，)
XO')7.=1 = (λ"x" + (1一入，，)(-b") )7.=1孟(入"x"+ 
(lーλ")x，， )7.=1 =王となるので，'L，~=IX"=YεY 
と自由処分より(王(};)，y)εFとなって(6)も成立

する。同様の事が強既約性でも成立するので，

との意味で，自由処分を仮定しない一般的な消

費集合のケースでは，エッジワース均衡アプロ

ーチにおいて Boyd-McKenzie(1993)の強既約

性を，一方，根岸アプローチにおいても本稿の

(6)を用いる必要があり，どちらも自由処分の下

で消費集合として非負象限を平行移動したケー

スの一般化と考えるととが出来る団。

(7)であるが，まず，実行可能な配分の集合

F = {(丸y)ε×f=lCh×Y12LIXh=y}を考え
ると， (1)と(4)より X7.=1C" x Yが直積(*)弱位

相σ(Z，;;+1， W+1)ー閉集合であり，更に 'L，~=1
x"= yはベクトル演算なので直積(ぉ)弱位相

σ(z，;; +1， ZIH +1)一連続であり，ゆえに，F =(XιI 
C同 Y)n('L，:=IX" -y)ー1(0)より Fは直積(*)

弱位相 σCZ，;;+I，ZIH+l)ー閉集合となる。ところ

で， (1)より c"は下に 11・11∞一有界であるが，
(7)より Fは上に 11.11国有界となるので結局

11 . 1100 有界となり，ヨm>O，(i，y)εF今 11(王，

y) 11∞壬 m となって， 11 'L，~=IX" 11∞=11 y 11∞豆 m
となる。したがって，アラオクルーの定理より，

Fは直積(*)弱位相σ(Z，;;へW+1)ーコンパクト
になる。更に，ZIは11.11∞一位相で可分なので，
(ド)弱位相 σ(Z町 ZI)ーコンパクト集合上ではい)

弱位相σCZ，∞，ZI )は距離付け可能である。また，

距離付け可能な空間ではコンパクト集合は点列

コンパクトになるので， C*)弱位相σCZ，∞，ZI )ー

コンパクト集合は点列コンパクトになり，結

局，直積(*)弱位相 σ(Z，;;+I，W+1)ーコンパクト

19) 自由処分を仮定しない一般的な消費集合のケースに

おける，エッジワース均衡アプローチのの強既約性

と根岸アプローチの(6)の関係についてはまだ不明で

あるが，たとえ古典的有限次元財空間モデルにおい

ても興味深い話題であり，ここでは将来の課題とし

て残しておく。

集合は直積C*)弱位相σ(Z，;;+t，zt+1)一点列コン

パクト集合になる。したがって，Fは直積C*)

弱位相 σCZ，;;+I，zt+1)一点列コンパクト集合とな

り，Fの直積(*)弱 (σ(Z，;;+I，ZIH+l)一)点列には

必ず直積(*)弱(σ(Z，;;ベZIH+l)一)収束部分列が存
在する20)。また，Fのh座標上への射影による

像を F"={X"εC"IヨIXkE Ck， Vk井h，y εY， 

(王，y)巴F}とすると， (石327=lxJ)εFより xO'

εF"となってF"，/生日であり，また，Fの直積

(キ)弱位相 σCZ，;;+I，W+1)コンパクト性と射影

が直積位相で連続な事より F"は(*)弱位相

O"(l∞， ZI )ーコンパクトになる。すると，F"上で

は(*)弱位相 σ(l，∞，ZI )ーコンパクト性は距離付

け可能であるが，コンパクトな距離空間は完備

かつ可分なので第二可算的となり，結局F"上

ではい)弱位相σCZ∞，ZI )は第二可算的となる。

そして， (2)とドブリュー(1964)の選好の連続

効用関数表現定理より，R"はF"上で((*)弱

位相 σ(l∞，ZI )ー)連続効用関数によって表現可

能となって，ヨu": F"→R， (*)弱位相σCZ∞，ZI ) 
連続，u" (x")注u"(z")φx"R"z"となる21)

20)一般的なコンパクト集合の点列には収束する部分有

向点列が存在するが，それが部分列とは限らない事

に注意。後に，u(ba，!，田) 位相で(司)弱収束する価

格点列 (πn)をσ(ba，!∞)ーコンパクトな価格集合か

ら取り出すが，この価格集合上で(り弱位相 σ(ba，!∞)

が距離付け可能とは限らないので，価格点列(π，，)

からは収束する部分有向点列がとれるが，それが部

分列とは限らない。 Magill(1981)では，価格点列

いつからは収束する部分列が取れるとして議論し

ているが，実際には収束する有向部分列としなくて

はいけない。点列からの収束する有向部分列の例に

ついては，例えば.Aliprantis and Border (1999. 

p.29)参照。

21)ドプリューの連続効用関数表現定理は，第二可算的
な位相空間上で定義された完備性，推移性.連続性

を満たす選好関係は連続関数によって表現可能とい

う結果である。付録において，選好の凸性と選好の

連続性の下での連続効用関数表現定理の証明を与え

る。 Boyd-McKenzie(1993) や McKenzie(2002. 

Ch.6)では.R∞のケースにおいて，同様の証明
を与えている。 l∞(s)のケースの Becker-Boyd

(1997. Ch. 7)では，最初から連続な効用関数の

存在を仮定している。一般的な線形位相束空間で
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また，この時， (石，E:f=ld)εFよりxo'εF"で，
また， zf=lxJ《yoより， T=(xd，141-l，d+

(yo -2::7，=1 XO' )， xo'十I， ，xF)とすれば(:2，yO)ε 
Fとなってx'''=xo'+切-ZLIXJ)(》 xJHFh
となる。更に，選好の単調性より x'''P''z''と

なるので，F"の中にはxo'よりも望ましい消
費点が存在し，F"内の点がすべて無差別とは

ならない。

そして(8)の既約性であるが， とれは有限次元

財空間経済モデルと同様である。 Boyd-McK巴nzi巴

(1993)やBecker-Boyd(1997，Ch. 7)においては

エッジワース均衡アプローチを用いているた

め， (8)の既約性では不十分で次の強既約性を用

いている:

¥I(.i，y)εF， ¥1(11，12)， 1の(非自明な)分割=争

ヨZ=(Z")ff=I' 2::7，=1 Z"ξ Y， z"εP"(x") h ε11 

h ε12に対しては，もしもx"が強個人合理
的でしかもx"がc"の端点でなければ， Z" 
E C"，そうでなければZ"E C/' C"ヨα">022)。

特に，h ε12に対する最初の条件が，デブリ

ュー・スカーフ・エッジワー叉流の複製経済のコ

アー配分において，同じタイプの消費者の消費

点が同程度に望ましくなるという等処遇命題の

成立のために用いられるべそして，hE/2に

対する二番目の条件が通常の既約性である。ま

た，消費集合が非負象限を平行移動してC"=

(-b")+ι)， b" El:;¥{O}と表現できて，しかも
選好の単調性が成立する場合には，既に触れた

は，選好の単調性を利用した.消費点の範囲が閉区
間上における Mas-Colell(1986)の単調表現定理があ

るが，ここではF"を考えるので一般的には閉区間
とは限らず，選好の単調性に基づく単調表現定理を
用いる事ができないので，代わりに選好の凸性(と
選好の連続性)を用いる。詳しくは付録参照。

22) x"が強個人合理的とは，x"EP"(z") 'ifz"E(C" nY) 
となる事で• x"がC"の端点ないというのは，日 E
(0，1)， x"=口z'+(1一白)Z2となる z'，Z2(Z' f= Z2)E C/， 
が存在しない事である。
23)これをやや修正した条件が， McKenzie (2002， Ch. 5) 
では強既約性として用いられていて，その条件を本
稿でも日として用いる。この条件叫については次節

で述べる。

ように，この Boyd-McKenzi巴(1993)の強既約性

が成立する刊。ところで， Boyd-McKenzi巴(1993)

の強既約性における hε[2に対する最初の条

件が成立する状況では，ZhεC" ¥lhεIとなる

ので (Z，ZLIZlt)εFとなり，実現可能な配分

になっているが，一方，(8)の既約性やBoyd-

McK巴nZl巴(1993)の強既約性における hε12に

対する二番目の条件が成立する状況では，/1の

状況を改善する配分が実行可能とは限らない。

実際，2::"EI' X" = y' -y -2::，日[，α"z"よりy'= 

ZMP+zf=lxh+ZMdtzlt=ZM(xHpt) 

+ 2::"εI'(X" +α"Z" )となるが，y' E Yであっ
て，¥lh E [1に対しては(x"+'?')εc"とはな
っているが，¥lhε12に対して (x"+α"Z")εC" 

となるとは限らず，したがって，((x" +X")"EI" 
(x" +α"Z" )"EI" y')巴Fとなるとは限らないか
らである。

最後に， (9)と(10)であるが，通常これらは排

除条件(巴xc1usioncondition)と呼ばれている。

前者は任意の消費点の十分に先の尾部を， 0 

に収束するある非正の数列で置き換えても，依

然として消費集合に入っていて消費可能という

事を表している。同様に，後者は任意の生産点

の十分に先の尾部をOに収束するある数列で置

き換えても，依然として生産集合に入っていて

生産可能という事を表している。 (9)は消費集合

が非負象限を平行移動して C"= (-b") +l.よ，

b"εlよ¥{O}と表現されている時には，Z"=0と

すれば分かるように自動的に成立する。また，

(10)は同一期間内の生産構造が投入・産出で表

現されたマランヴォー型資本蓄積モデルの生産

構造を持つモデルにおいてはz=0で成立する

事が示されている25)。乙の Z=0のケースでは，

生産が何時でも瞬時に停止可能と解釈できる

が，一方(10)では，生産を停止しようとすると

瞬時に生産停止はできず，少しずつ減衰しなが

24)この点についてはBoyd-McKenzie(1993)やBecker
-Boyd (1997， Ch. 7)で述べられている。
25) Bewley (1972)やBecker-Boyd(1997， Ch. 3)参照。
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ら生産停止に向かつて行くと解釈できる。

3.厚生経済学の第二基本定理

この節では，弱パレート最適な配分の存在と

厚生経済学の第二基本定理の証明を行い，それ

に基づ、いて所得移転を伴った準均衡の存在を証

明する。特に，生産の自由処分を仮定せず，非

負象限を平行移動したものでない一般的な消費

集合の下で，弱パレート最適な配分の集合

F* = {(王，y)εF1 (i，y)は弱パレート最適}が

非空になるために.(6)を用いる必要がある事を

示す。

定理 1: (1).…. (5').….(7)の下では， この経済

の弱パレート最適な配分の集合F織は非空，直

積(キ)弱位相σCZ::'+I，lIH+l)ーコンパクトであ

る。

証明)先ず.(5')より(元，ε工lx6')εFなので
F井日である。今.x'" =x6' +(Yo -~~=lx6')IH 
(ε C"). 'Vh = 1，...，H とすると，まず.(1)より

c"は凸なので.x"(A") =入"x'"+(1-λ")x6'ε 
c" 'V入同[O，l]，'Vh= 1 ，"'，H となるが.~~=〆h

=27=l(xJ+ω。-~~=lx6')1 H)= YoεYより，
(?" ，Yo) EFとなるので.(6)より，ゲ(入").~~=1 
x"(入"))εF".A"ε[0， 1]， 'Vh = 1.・ー.Hとなり，し

たがって，また.x" (入")εF".A"ε[0，1]， 'Vh=l， 

・・・.Hとなる。乙乙で(6)を用いるのである。と

とろで，既に述べたように， ドブリュー(1964)

の選好の連続表現定理より，R"はF"上で(*)

弱位相叫ん，II )一連続効用関数によって表現可

能であり，ヨu":F"→R， (*)弱位相σCZ，∞，II )一

連続，u" (x")ミu"(z" ){?x" R" z"となるが， (*)弱

位相σ(l∞，II )は 11.11∞一位相より弱いので，uh 

が叫ん，ll)一連続ならば 11.11国一連続である。

勿論，x"(入")はがに関して 11・11∞一連続なの

で，結局. g" (入")=u"(x"(λ"))はが(ε[0，1]) 

に関して連続になる。ここで，一般性を失うこ

となく u"(x6')= O，'Vh = 1，.・.，H としておく。

すると， g" (0)= u" (x" (0))= u" (x6') = 0くu"(x''') 

=u"(x"(l))= g(l)三 u"となるが，連続関数の

中間値の定理より 'Vu"ε[0，u"]，ョpε[0，1]， 
g"(入")=u"となる。勿論，これは'Vh= 1γ・'，H
に対して成立する。すると，'Vii(= (u"))εR+'i I 
{O}.ヨα>0，αdε[O，U]三 xf.=1 [0， u"]となるので，
結局， ヨリε[0，1]，αu" =g"(入''')= u" (x" (λ''')) ， 

'Vh = 1.・ー.Hつまり， αii=g(5()となるが， (6) 

より(沢子)327=〆(入'''))εFとなるので.'Vii 
(=(u"))εRf¥{O}. FII三 ((i，y)εF 1 u(i，y) = 

αii， i .e， u" (x") =αu"， 'Vh = 1，・・ '，H，ヨα>O}件目

となる。したがって，どのような半正の効用配

分に対しても，そのスケールを縮小すれば，必

ず，そのスケールを縮小した効用配分を実現す

る実行可能な配分が存在する。 F，iはまた ii

の効用配分比を実現する実行可能な配分の集合

と表現する事も出来る。この時.u" (x6' )=0， u" 
(x''')>O. 'Vh=l， ....H と αü~ 0より，(お，Yo)告
F庄である。

今.ii(= (u")). U'(= (u '''))rt R.{! I{O}に対して，

d話;:('{?u"壬u'''.'Vh=l，・"，H と定義して，反ε

Rf¥{O}を任意に一つ固定する。そして，{(i，y) 

εFlu(i，y)ミu(;'，y')}(斧日)， (;'，y')εF圧を考え

ると，効用関数(選好)の(埼)弱位相σCZ間 II) 連

続性より，この集合は (Fの)直積(*)弱位相

σ(ば+I，lIH+l)ー閉集合であり，更に，Fは直積

(*)弱位相 σCZ::'+I，lIH+l)ーコンパクト集合なの

で，結局.Fの((;'，y')(εFII)に関する)直積

(*)弱位相σ(l::'+I，lIH+l)ー閉集合族である。とこ

ろで. (;' ，y')εFIIの定義より，ヨα，>O，u(;'，y') 

=α'dとなるので，任意有限個の(;k，yk)εFIIに

対して， ヨαk>O，u(ik，yk)=αkii.k=l，・・・，K

となり，故に，一般性を失うことなく， α1~. ・・

;;;;αKとすれば，u(XK，yK)=αKU ~αkÜ U 

(ik ，yk). k = 1，・ ，Kとなって(王，y)ε{(i，y)巴F

lu(i，y)注U(XK，yK)}=争(王，y)ε{(i，y)εF 1 u (王，y)

ミu(xk，yk)， k=l.・ー.K}となる。したがって，

{(i. y)εFlu(丸y)注U(xK， yK) } (;f日)cnf=l

{(i， y)εFlu(王，y)ミU(Xk，yk)}となる。これは，

乙の直積(*)弱位相 σ(l::'+I，lIH+l)ー閉集合族が

F上で有限交差性を満たす事を示しており，F

が直積(*)弱位相σ(l::'+I，lIH+l)ーコンパクト集
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合なので，結局，n(x'，i)εF，，{(i，y)εFlu(王，y)孟

u (x' ，y')}井目となる。 したがって，(xぺy")ε

n(?〆)εF.{(王，y)巴F1 u (王，y)詮u(x九y')}とすれ

lま，u" (x"")く+∞ ¥:1"=1'...， H u (.?ぺy勺孟 U
(x'，y')=o/ii ¥:I(x'，y')εF"となるので， α(ii)=

sup{α(> 0)1 u (x' ，y') =αii， (王，y)εF勺<∞，¥:Iiiε 

Rf¥{O}となり，u(王，y)=α仏ヨα>0，(王，y)εF"

=争αε[0，α(ii)]となるロすると，上限の性質よ

り， ヨα">0，• (x" ，y")εF"， n=l，・・・， a'J→α(ii)

(n→∞)， u(xn，yn)=αniiとなるが，(~\y")εF ，ï 

cFでFは直積C*)弱位相 σ(I!+1，11H+1)ーコン

パクト集合でしかも距離付け可能なので，ヨ

(x'，yホ)εF，(x"，y")→(x'，yホ)となる。更に効用

関数(選好)のい)弱位相σ(100，11)一連続性より，

u(x"，y")=cl'ii→α(ii)ii = u (X'， Yつとなって，

(xヘyつεF"となるので，Fi'iも直積C*)弱位相

O'(I!+I， I1H+1)ーコンパクト集合(でしかも距離付

け可能)となる。

更に，F'ir在日の議論と同様の議論を用いると，

以下のように，(X'，yつが弱パレート最適とな

る事も判る。実際，(X'，y')が弱パレート最適

でないとすると，ヨ(x'，y')εF， U(X'，y') >(X'， 

y')=α(ii)iiとなるが，まず，cl>α(ii)をu(;'， 

y')孟cliiとu(x'，y')=α(ii)ii (と0)となるように

選ぶ。そして，x"(入)=入x'''+(1一入)xo'(ε C") ¥:1入

ε[0，1]， ¥:Ih = 1，・・・，H とすると，u"(・)の(*)弱位

相 σ(1，∞，11)一連続性とx"(入")の(入hに関する)連
続性より g"(入")=u"(X" (入"))の入"(ε[0， 1])に

関する連続性が成立する。そして，g"(O)=U" 

(x" (ρO))=uμ" (XO')=O 豆0/ u〆"豆白u"
g" (1り)三u〆t〆'''，¥:Ih旨=1，.・・，H，g"'(O)= u"'(x"'(O)) = u'" 
(x6" )三 Oく o/u'"孟u"'(x'''')= u"'(x"'(l)) = g"'(1)三

U'h ，ヨh乍{1，'"，H}となるので¥連続関数の中

間値の定理より，ヨ入，，，ε[0，l]，g (入''')=u''(x" (入'''))

=α， u"， ¥:111 =1，・・'，Hとなる。すると， (6)より，
(京Rf)，zf=IXh(入"))εF ¥:IX=(入")巴[O，l]Hとな
るので，ゲ(入''')，εf=〆，(入'''))εFであり，し
たがって，U( (沢F)，zfj(Xlt))=α'ii'2u
(~-.， y')=α(ii)iiとなる。しかし， GRI)，ZL
x"(入'''))εF"となるので，とれはα'>α(ii)=sup

{α(> O)lu(i，y)=α仏(i，y)εF"}より α(ii)の定

義に矛盾し，結局，(;'，yつが弱パレート最適

となる。したがって，(X¥y‘)εF乍{(王，y)εFI

(i，y)は弱パレート最適で u(王，y)どu(石，Yo)=

O}となって，F事(cF*)f=日となる。 Q.E.D

Magil1 (1981， p. 165)では，生産の自由処

分から得られる効用の自由処分可能性という性

質に基づいて，u(;'，y')=α(ii)iiがパレート最

適となるという事を自明の事として述べてい

る。しかし，本稿ではこの生産の自由処分を仮

定していないので，乙の証明のように(6)に基づ

いた証明を与えなくてはならない。この証明よ

り，生産の自由処分がなくてしかも一般的な消

費集合のケースで，なぜ(6)が必要なのか明らか

になったと思う。また，弱パレート適な配分の

存在では，個人生存条件を含む(5)ではなくて，

それを含まない(5')だけで十分である事も，ここ

で再度指摘しておく。

今，(?，yo)を基準としたパレートフロンテ

ィアーをU= u(F*)= {u (x¥y')1 (x¥yつεFっ
と定義すると，生産の自由処分がある通常のケ

ースでは Uが以下の第 1図のようになって

いて，境界部分に直線が含まれていてもよい。

しかし，生産の自由処分がなく，一般的消費集

合を用いる本稿のケースでは Uが第 2図の

ようになる可能性があり，その場合には弱パレ

2 

。
第1図:自由処分有のケース
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2 
A 非弱バレート最適

~ 

。
第2図・自由処分無のケース

ート最適な配分がcuの境界上で)部分的に存
在しない可能性がある。そして後者のケースを

排除するために(6)が必要となるのである。

Uに関しては，先ず uの((*)弱位相)σ(1町
11 )一連続性と戸の直積((キ)弱位相)σ(12+13

1IH+1)ーコンパクト性とによりCがRHのコン
パクト集合となり，そして，(x¥yホ)εF本=争u

(x¥yキ)=α(u)丘三OよりU三0，つまり，U CR.{! 

¥{O}となるが，実際には Uが(H-1)次元
基本単体SH-1と位相同型となる。

系:(XO' YO)を基準としたパレートフロンテ

イア-Uは(H-1)次元基本単体SHーIと位相

同型となる。

証明)先ず，J:U → SH-1をu(=(u"))εUI→

J(u) =u/r:，7，=1 u"と定義すると，既に注意した

ように，u(=(u"))εU=城主Oより ZLlull>O

となるので，J(u) = U/L:7，=1U" ESH-1であり，

作り方より fはU上で連続関数である。今，p 

εSH-1に対して，(p)を原点から ρを通る直線

とすると，F本の性質より，ヨ(x*(p)，y市(p))εFヘ

α(ρ)>0に対して u(xキ(p)，y*(p))(=u(p)) =α(p)p 

ε((p) nU )となるが，すると，J(u(x*(p)，y*(p))) 

= J(u (p)) =α(p)p / L:7，=1α(p)/' =α(p)pj (α(p) 

L:7，=IP") =pεSHーlとなるので，Jは上への写

像であり，既に述べたように Uが(RHの)コ

ンパクト集合なので，J:U→SH-1は位相同型

写像となる。 Q.E.D

次に，定理1でその存在が示された((.拘'YO)

を基準とした)弱パレート最適な配分(~-.. y*)E 

rに対してそれを支持する価格が存在する事
を示す。その際に凸集合に関する分離定理を利

用するが，1，∞が無限次元のノルム空間なので，

乙乙での凸集合には(11. 11∞に関する)内点の存

在が必要となり，そこで(5')のint1111 (Y);f日が重
|卜11∞

要になる。また，分離定理の結果得られる支持

価格は (1∞)ヘ{O}=ba¥{O}に入るが，乙の時点

ではそれが11¥{O}に入るかどうかはまだ不明

であり，11 ¥{O}に入る事を示す議論は次節で

行われるo

定理 2:(1)，……， (5')の下では，弱パレート最

適配分(;*，y*)(εFつには (l∞)~\{O} に属する支

持価格が存在する。(厚生経済学の第二基本定

理)

証明)先ず，R(.王)=L:~=IR"(x") とすると，
(2)より R"(x")が凸なのでR(王)も凸になり，

また，Yは(4)より凸で，更に， (5')より int1111 (Y) 
|卜11筒

井目なので intllll (Y)は非空で凸になる。今，11.11∞ 

定理 1より(x*，y*) EIi*とすると，弱パレート

最適性と選好の単調性より R仕事)nint"" (Y);f日
11.11∞ 

となる。実際，xε(R (x*)nint 1111 (Y))とすると，
|卜11∞

11・11∞一内点の性質より五>0， (x +8e)ε(int
ll
'
lI∞ 

(Y)C)Yとなるが，xεR(;*)より x"ξR"(x叫)h 

=1，・ "，Hであり，選好の単調性より (x"+8e j 

H)εP"(x")なので (x"+8e/H)εP"(x*") h = 1， 

一，H となる。したがって，(x"+8刀H，王+8e)
は(x*，yつを強パレート改善する実行可能な配

分になるので，(x¥yつが弱パレート最適性で

ある事に矛盾し，故に R(x*)nint 11.11 (Y);f日であ
11.11∞ 

る。そこでR(x*)とint11.11 (Y)に分離定理を適
|卜11∞

応すれば，ヨグε(1∞)*j{O}(=baj{O})で，グ(x)>

グ(y)VxεR(x*)， Yεint
ll
.
1I∞
(Y)となる。まず，Yo 

=L:7，=IXO'を用いると， VyεYに対して， (入yO+

(1 入)y)εint11.11 (Y) V入ε[0，1]となり，しかも，
ノ 11.11凶

グはん上の 11・11∞一連続な線形汎関数なので

グ((入Yo+(1一入)y))→グ((y))(入→0)となり，更

に，x εR (x*)を任意に固定するとグ(x)>グ
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((入Yo+(1 入)y))V入ε[0，1]であるので，結局， の11. 11*-有界な集合に含まれる。すると，

グ(x)孟グ(y)VxεR(?)， yεYとなる。すると・ 11* 有界な集合は再びアラオグルーの定理

~7.=lX*" =y*なのでグ(乞?=1X叫)=グザ)とな より明位相 σ(baん)ーコンパクトなので，IT

ってグ (x)ミグ(~7.=〆") VXER(?)かつ ct*(y *) は噺位相 σ(ba，l，∞)ーコンパクト集合の部分集
注グ(y)VyεYとなる。そして，まず後者より 合であるが*弱位相の定義より 11ゆ11*=ゆ(e)=1 

fがグの価格の下でY上の利潤最大化を実 が*弱位相σ(ba，l.∞)一連続なので，ITは i溺位相

現しており，また前者より，xが，=X'''+~k岬刷r'''戸tバx
叫

x'/.匂R勺*"勺)とすればグ (xが川，つ)注注討叫ゆグ権(~~，ι=〆k勺)より

グ(x〆F仇."りtつ)~迄三吋ゆグ*(x寧吐勺k勺) v.均'>;"巾."εRど"(x*吋叫吋"勺tつ)が成立 して，

x*場*吋叫巴，"はグの価格の下で (P"(x*")C)R" (x*")上

の支出最小化を実現している。したがって，

グは(x-"y*)の支持価格となっていて，(?， yヘ
グ，グ(x*"))は所得移転を伴った準均衡であ

る。更に， (3)より z孟Oに対して (x*"+z)εR"

(x*")となるのでグ(x叫+z)~グ (x叫)となっ

て，グ(z)~ 0となるが，グ井Oなのでグ2:0と

なり，グεa∞)~\{O} となる。 Q.E.D

定理 1，2を組み合わせれば次の結果を得

られる。

系:(1)，…，(5I， (6)， (7)の下では，乙の経済に

は均衡価格が(loo)~\{O} に属する所得移転を伴

った準均衡が存在する。(所得移転を伴った準

均衡の存在定理)

この時 oεY よりグ (y ホ)~O であるが， Y が

(4)より凸錐なのでグ(Y*)>Oとすると，γ>1に

対して，yホεYとなって，グ(γyホ)=γグ(yホ)>グ
ザ)=グ(27=lfh)孟グ(y)VxεYとなるので，

矛盾が起こる。したがって，グ (Y*)=O~グ (y)

VyεYである。また， (5Iより Yo(= ~~=lXÓ/) ε 
int
ll
.
lloo 
(Y)であるが，グ(Yo)=0とすると，グpO

よりヨZ'1生0，グ(z)> 0となり，更にヨ8'>0， (Yo + 

8z)ε(int
ll
'
lI∞
(Y)C)Yよりグ(Yo+8' z)=8'グ(z)>O

となって， 0 ミミグ(y)VyεYに矛盾する。した

がって，グ(Yo)くOとなる。

そこで，rt'*=グ/11グ11*を正規化された価格

とすれば11ct'*II*=1となるので， (正規化され

た)価格集合を IT={ゆ叫ん)~\{O}II ゆ 11*= 1}と

定義する。勿論，上の系より rεHである。

更に，ゆεHとすると， 11ゆ11*=1より ITC{ゆε

(1，∞)*(=ba) 1 11ゆ11*=1}となり， ITは(1∞)ホ(=ba)

σ(ba，l∞)ーコンパクト集合の*弱位相 σ(baム)

一間部分集合であり，結局， ITも i弱位相σ(ba，

l∞)ーコンパクト集合となる。ただし，1∞のケ

ースとは異なり*弱位相 σ(ba，l，∞)ーコンパク

ト集合である H上においてはド弱位相 σ(ba，1(0) 

は距離付け可能とは限らず， IT上の収束の議

論において点列では不十分で，点列を一般化し

たネット(有向点列)を用いる必要がある。実

際， Magill (1981，p.167-8)では， ITの暗号位相

σ(ba，l∞)ーコンパクト性に基づいて， ITの点列

から収束部分列が取れるという議論を用いてい

るが， ITの点列から得られるのは収束するサ

ブネット(部分有向点列)であって一般には収束

部分列とは限らないロしたがって日の上の点

列の収束を用いたMagill(1981， p. 167 -8)の議

論は実際には不正確で，明示的に点列を一般化

したネット(有向点列)を用いなくてはいけな

いのである加。

26)ここでネットやサブネットについての定義を述べて

おく。まず， Aをある集合，とをその上で定義され
た反射性，推移性，歪対称性を満たす順序とし，更

に，とがVλ，A'EA，ヨλ/1EA，A."と入，λ'という条件

を満たすとする。この時に， (A，と)を有向集合と呼

び.そして，ある位相空間xにおけるAで定義さ
れた写像χ:A→Xをネット(有向点列)と呼んで，
(xλ)λ品や単に (xλ)等と表現する。そして，(x~) が

X(EX)の収束するのをvι，xの近傍，ヨ入 EA，Vλ'
とλ，xA'E c1τ と定義し， x~ → x(λ ↑)と表現する。
更に，別の有向集合(A!，ど)に対して，ヨ写像侃:

A!→Aでl'と1→κ(-y')と侃(1)，VλEA，ヨ1E A! 
民(γ)とλとなっている時に，合成写像χ。陥:A!→X

をネット(有向点列)(xλ)のサブネット(部分有向

点列)と呼び，(x À-r)γεN や単に (x~7) 等と表現する。
A=Nのケースが通常の点列であり，更に，A!=N 

のケースが部分列である。勿論，A=N，A!fNの

ケースもありえて，乙の時には，部分列ではなくて，

部分有向点列を用いる必要がある。詳しくは，例え

ば， Aliprantis-Border(1999)参照。
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ところで，グ(2:7.=〆")=グザ)=0より，

グ(2:7.=IX''')=0であるが，グ(x*")=0 Vh = 1， 

…，Hが成立するとは限らない。グ(x*")=0 

Vh=l，"'，Hが成立するケースは次節で行う。

また，グ(2721fh)=グザ)=0>グ(Yo)=グ

(2:7.=1 X6' )なので，ヨh乍{1，'.・ ，H}グ(x*"')>グ

(x6")となり， (5')の下では，消費者全員という

わけではないが，グ(x*"，)の支出額よりその額

が小さい消費点を持つという安価点条件を満た

す消費者が必ず存在する。すると，X*hはグ

の価格の下で (P'"(X'"')C)R''' (X*"，)上の支出最

小化を実現しているので， (2)より(グ(x*"，)の

所得の下での)選好の最大化も実現する。これ

は以下の補題 lで示される。すると，ヨz> 0， 

グ(z)孟Oとすると， (3)の選好の単調性より， ( 

x*"'+ z)εp'" (X*"，)となるが，グ(x*"'+z)孟グ(

x*"')となって， (グ(x叫)の所得の下での)選好

の最大化と矛盾するので，実際には， Vz > 0→ 

グ(z)>0となり，グ>0となる。勿論，z ~ 0な

らば 11・11∞でz"(> 0)→zと出来るので，グの

11・11∞一連続性よりグ(z)注Oとなってグ孟Oと

なる。

既に述べたように， (5Iの下では消費者全員が

ゆ

第3図:準均衡=争競争均衡

グ(x*"，)の下で安価点条件を満たすというわけ

ではないが，後に条件(11)として定式化される

強既約性という条件の下では，所得移転を伴っ

た準均衡において消費者全員に安価点条件が成

立し，したがって，所得移転を伴った準均衡は

所得移転を伴った競争均衡になる。以下でこの

点について述べる。最初に，消費者全員に安価

点条件が成立せず，所得移転を伴った準均衡が

所得移転を伴った競争均衡にならない例を図示

しておく 21)。

第 3図では，二人の消費者がいる純粋交換

経済を表している。消費者 1の消費集合c1

はその下方の境界の一部が点Sを通る線分と

なっていて，一方，消費者 2の消費集合c2

はその下方の境界が第 3象限と交わっている

状況を考える。また，消費者 1の無差別曲線

は非負象限の境界部分を平行移動したものと

し，その左下のコーナーが点Sに近い物がよ

り望ましいとする。勿論，消費集合c1の下方
の境界が線分になっているので，点線で示され

ているように，点Sを通る線分の左下に位置

する無差別曲線の部分は実現しない。一方，消

費者 2の無差別曲線は，通常のケースに対応

して右上に位置するほどより望ましいとする。

そこで今，原点を通る線分上で原点から対称的

に位置している配分 (x1，X2)を考えると，そ

れは実行可能であり，また，どちらかの消費者

の厚生を悪化させない限り，もう一方の消費者

の厚生を改善できないのでパレート最適であ

る。しかし，その配分を支持する価格はどと

x2を通る平行線に直交しているベクトルゆで

あるが，その価格の下での消費者 1の需要点

はx1ではなくて点Sになるので，CX1， X2，ゆ)

は所得移転を伴った準均衡であるが，所得移転

を伴った競争均衡にはなっていない。これは，

27)基本的には，本稿での議論にあうように.Lucas-

StokyC1989. Ch.15. Fig.15.3))に修正を施した図

である。
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価格ベクトルゅの下では，消費者 1の消費集 用する2九

合の中に，X1より支出額が小さくなる消費点 (i1)強既約性:'1(.王，y)εF，Vσ1，/2)，/の(非自明

が存在せず，安価点条件が成立していないから な)分割，h E/2に対してはx"がc"上で
である。そして，以下の強既約性から判明する 最悪でなければ，i.e・，:3z"E C"， x"εP" (z") 

事であるが，この例では実は強既約性が満たさ

れておらず，そのために，消費者 1に安価点

条件が成立しなくなっているのである。

まず，安価点条件があれば，支出最小化②'

が選好最大化②になる事を示す。

補題 1: (1)と(2)の下で，

ヨx"εclt，グ(x")くグ(x叫)とすると，

グ(z")ミグ(xホ")VZ"εP" (X''') 

二地権(z")>グ(x''')VZ"EP"(X叫)

証明)今，ヨx'"εP"(x''')，グ(x''')=グ(x.，，)と

すると，x"(λ)=入x'''+(l一入)x"入ε(0，1)に対

してグ(x"(入))=入グ(x''')+ (1 入)グ(x")くグ
(x''')入ε(0，1)となるが， (2)より，ヨ入'ε(0，1)，

x"(λ)εP"(x叫)入 ε(X，l)となるので，仮定よ

りグ(x"(λ))ミグ(x''')入巴 (X， 1)となって，矛

盾が起こる。故に，そのようなx'"は存在せず，

z"εP"(x叫)→グ(z")>グ(x叫)となる。 Q.E.D

既に述べたように，各x."はグの価格の下

で(P"(x''')C)R"(x''')上の支出最小化を実現し

ている。そして(5')の下では，グ(x''')の支出額

よりその額が小さい消費点が存在するという安

価点条件を満たす消費者が，消費者全員ではな

いが，必ず存在する。したがって，この補題

1よりそのような消費者に対してはグ(x叫)の

所得の下での選好の最大化も実現する。

そこで，定理 2の系における所得移転を伴

った準均衡が競争均衡となる，消費者全員に対

してグ(x''')の支出額よりその額が小さい消費

点を持つ安価点条件が成立する状況を考える。

ただし，ヨx"εclz，グ(x")<グ(x叫)という安価

点条件は，成立する価格に大きく依存している

ので，価格に依存しない形で条件を与えるのが

望ましい。そこで，既に触れたBoyd-McKenzi巴

(1993)の強既約性をやや強めた， McK巴nzi巴

(2002， Ch. 5)の強既約性から通常の既約性

を取除いた部分を，本稿での強既約性として採

Vhε/2キヨ(.;'，y')εF， x'"εP"(x") Vhε/1 

この強既約性(11)については，前節でも触れ

たが，幾つかの点で既約'性(8)と異なっているの

で，その点についてまず述べるべまず，配分

(x' ，y')が実行可能である事を考慮すると，例

えば，配分(王，y)がパレート最適な状況では，

/1のグループの状況を改善するために /2のグ

ループの状況を犠牲にするしかないので，もし

も/2のグループの状況をそれ以上悪化させる

事ができないならば， /1のグループの状況を

改善する事もできない。そ乙で，強既約性(11)

ではとの事を考慮して，h ε/2に対してt xlzが

C"上で最悪になる状況を排除しているのであ

る。また，既約性(8)では，既に述べたように，

配分(i，y)に対して/1のグループの状況を改

善する配分(((xh+xlt)ldlかk十円Zk)"EI' )，y') 

が実行可能である事は要求されていないが，乙

の強既約性(11)では， (B-M)の強既約性と同様

に，配分(王，y)に対して/1のグループの状況

を改善する配分(';'，y')が実行可能である事を

要求している。

そして，既約性(8)もこの強既約性(11)も，共

に， ((5)または(5~の下で)準均衡 ((8)では所得

移転無， (11)では所得移転有)において，安価

点条件をすべての消費者に対して成立させるの

で，準均衡を競争均衡に変換する時に利用され

るのである。ただし，所得移転を伴った準均衡

から競争均衡への変換で用いられる(5~と (11)で

は，個人生存条件を必要としないが，所得移転

28)本稿で用いる強既約性は， Moore (1999， Ch. 5) 
においても強既約性として用いられている。また，

Florenzano (2003， Ch. 3)では，既約性に基づく
準均衡から競争均衡への変換の議論を詳細に行って

いるので有益である。

29) ¥I(i，y) E Fとしているが.実際には(弱)バレート

最適な配分(i，y)のみが問題とされるので，¥1(王，y)

EF'を考えるだけで十分である。
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を伴わない準均衡から競争均衡への変換で用い

られる(5)と(8)では，個人生存条件を必要とする

という違いがある。

補題2:(1)，……， (5')， (11)の下では， (~-.. yヘグ，

グ(xホ"))が所得移転を伴った準均衡で，しかも

Vhεl，x'"は c"上で最悪でなければ，それは

所得移転を伴った競争均衡である。

証明) まず(.~-.，y'，グ，グ(x'''))が所得移転

を伴った準均衡とすると，グ(~:=IX叫)=グげ)

= 0 > ct' (yo) =グ (~:=IXÓ') であるので，(5')の下
では，ヨh'ε{1，.・ .，H} グ(x'''')>グ(x6")とな
って，グ(x'"， )の所得の下での安価点条件が成

立する。すると， fh'はグの価格の下で (P'"

(x'''' )c)R ，，' (xil')上の支出最小化を実現してい

るので，そのような消費者h'については，補

題 2より， (グ(x'"， )の所得の下での)選好の

最大化も実現する。そこで，そのような消費者

の集合を 11とし，12 = 1¥11 ={hε11グ(x叫)
孟グ(x") VX"εC"}井目とする。仮定より，す

べての消費者にとって，X*!Jがc"上で最悪で
はないので，(x'，y')と(I1 ，12)に(11)を適応する

と，ヨ('?，y')εF，x'"εP" (X") Vhε11となる。

そして，~"巴[，グ (x''') =グ(y')-~"E[' ct'(X''')と
なるが， 11の消費者はグ(x叫)の所得の下で選

好を最大化にしているのでz"εP"(x")=争グ

(z")>グ(x.，，)であり，故に，グ(x''')>グ(x.，，)Vh 

ε11となって，~"ε[，グ (x.，，) く ~"ε[，グ (x''') と

なる。また， 12の消費者はグ(x.，，)の所得の下

で安価点を保有しないので，グ(xキ")~グ (x''')

Vhε12であり，故に，~"ε[，グ (x.，，) 話 ~"ε[ ， cþ'

(x''') となる。すると ~"E['グ (x''')く乞"E[' グ

(x''') =グ (y')-~"E[' ct' (X''')孟グ(y')-~"E[' 

グ(x''')= ~"E[' グ (x.，，) となって矛盾が起こる

ので， 12 =ゆとなって1= 11となる。したが

って，すべての消費者がグ(x''')の所得の下で

選好の最大化も実現する事になり，(Xぺy'，ct'，

グ(x'"))は所得移転を伴った競争均衡となる。

Q.E.D 

さて，この結果に基づいて第 3図を解釈し

てみる。配分 (X1，X2)では，確かにx1もx2も

各々，c1，C2の中で最悪にはなっていないが，
11 = {2}， 12 = {1}として例えばい{，xDを考え
てみれば分かるように，いくら消費者 lが実

行可能という制約下でどを動かして消費者 2

をx2から改善しようとしても，そのような改

善は不可能なのである。したがって，配分

(X
1，X2)において強既約性の条件が不成立とな

り，結果として，(x1， x2，仇ゆ(x1)，ゆ(x2))は準均

衡のままで競争均衡にはならないのである。関

連文献では，乙の例を強既約性と関連付けて説

明していないが， ここでの議論のように，強既

約性と関連付けるとより深い理解が得られる。

ところで，所得移転を伴った準均衡(~-..y'， 

グ，グ(x''')) において，x*hがすべての消費者に

とってc"上で最悪でないとは限らないので，
それを保証する条件を考える必要がある。ここ

では，各消費者に対して， (5')のxJよりも悪い
消費点が存在する事を想定し，次の(5')を利用す

る。

(5') :ヨ27=141G(cnint||||∞(Y)井目)，更に，
ヨx!'εc"，xo'εP"(x!')Vh E 1 

すると，定理 lでその存在が保証されている弱

パレート最適な配分(~-.，y')は品を基準にして
いるので，各消費者に対してはx叫εR"(xO') 

となっている。選好の推移性よりx."ER" (xO')， 
x8 EP"(x!')ニ争x."EP" (x!')となり， x*hがc"上
で最悪ではない事になる。勿論，強既約性(11)

で想定される配分が，すべてXoを基準にしてそ

れよりパレート優越しているとは限らないの

で，強既約性(11)で想定される配分をすべてXo

を基準にした弱パレート最適な配分に制限した

状況を考えなくてはならない。しかし一方で，

定理 1に基づいて以上で議論してきた配分

(x' ，yつについては (x七yつεF*={(i，y)εFI
(王，y)は弱パレート最適でu(王，y);:;;u(xo ，yo)} 

となっているので，実行可能な配分全体の集合

Fではなくてその部分集合である Xoを基準

とした弱パレート最適な配分の集合F怠につい

て条件を課せばいい。そこで，強既約性(11)を

次のように修正する。
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(11' :強既約性:¥I(王，y)εFぺ¥1(11，[2)，[の(非 衡価格や競争均衡価格は，(1∞)キ =baに属して

自明な)分割，hε[2にとってx"が C"上
で最悪でなければ i..e.，ヨx'''EC''，x"ε 

p" (XH) ¥lh E [2=争ヨ(?，y')εF，x'"εP"(x")
h ε[1. 

すると， (5'，と(11'を利用し，更に，上で述べ

た事を考慮に入れて補題 2と既に得た系を組

み合わせると，次の結果を得る。

系:(1)，…(5'，・"，(7)， (11)の下では，この経済に

は均衡価格が(loo)~\{O} に属する所得移転を伴

った競争均衡が存在する。(所得移転を伴った

競争均衡の存在定理:個人生存条件無)

この結果は個人生存条件を用いていない形に

なっているのが特徴的であり，個人生存条件が

無い時の所得移転を伴った競争均衡の存在定理

と考える事ができる制。勿論，乙の競争均衡の

存在定理では所得移転を伴っているので，それ

とは別に，所得移転を伴わない競争均衡の存在

定理も考える必要もあるが，そのケースは後に

行う。以上の(5')や(5'，を利用した結果では， (5)の

前半部分の個人生存条件は利用していないが，

後の所得移転を伴わない競争均衡の存在定理で

は，乙の(5)の前半部分の個人生存条件が必要と

なり， (5')ではなくて(5)が必要となる。

さて，以上の結果で得られた所得移転を伴っ

た準均衡価格や競争均衡価格は， (l∞)場 =baに

属している事は示されたが，一般にはそれらの

価格はバブル項を含んでいて 11 に属するとは

限らない。そこで次節において， ことで存在が

保証された均衡価格からバブル項を排除して

んに属するような価格を構成し，しかも依然

として準均衡価格や競争均衡価格になる事を示

す。

4. 11一均衡価格の存在

前節の結果で示された所得移転を伴った準均

30)勿論，有限次元ユークリッド空間はここでのモデル

の特殊ケースとみなせるので，この結果も成立する。

いる事は示されたが，一般にはそれらの価格は

バブル項を含んでいて 11に属するとは限らな

い。そこで，本節では，このような価格から

11に属するようにバブル項を排除した価格が

依然として競争均衡価格である事を示す。こと

では，Prescott-Lucas (1972)の議論を適応した

Lucas-Stoky (1989， Ch. 15) に従って議論を進

め，(1，∞)* = baに属している価格から 11に対

応している部分を実際に構成する。以上の議論

で使われなかった(9)と(叫がその際に中心的な

役割を担う事になる。

まず，u∞)ホ =baに属している価格から 11
に対応している部分を構成する。

補題3:ゆε(1∞)ヘ{O}がゆ(et);60ヨtENとな

っているとして， cp: 1∞→R を cp(x)= limt→∞ゆ

(x(t)) ¥lxε(1∞)と定義する。すると， cp(x) = I::1 
Pt Xt ヨIp=(P1γ・・ ，Pt，ー・)ε 11と表現され，ま

た，この時vε11¥{O}となる。乙とで，x(t) = 
(X1 ， ・・ • ，xt ，0，"')であるロ

証明)まず，et(x)=(Oγ・・O，xt，0・・・)(=Xt e
t) 

と定義する。最初に，x = 0とすれば，ゆ(O(t)) 

=ゆ((0，・・・0，0，・・・))= 0 ¥lt εNなので，cp(O) = 

limt→。。ゆ(O(t))= 0となる。次に， x;6 0とする

と，ゅの線形性よりゅ(x(t))=ゆ((X1，0，"・0)+・・・

+ゆ((0，・・・0，Xt， 0・・・))+ゆ((0，...0，0・・・))となる

が，ゆ((0，・・・0，0・・・))=0なので，ゆ(x(t))=ゆ((X1， 

of・0)+・・・+ゆ((O，...O，xt，0・ー))=乞r=lゆV(x))
¥ltεNとなる。今，x'=(x;>を，ゆ(eT(x))三Oの時

x;=Xt (故に，ゆ(eT(x'))=ゆ(eT(x))三0)，ゆ(eT(x))く

Oの時x;=-Xt (故に，ゆ(eT(x'))=ーゆ(eT(x))三0)

¥ltεNとして定義すれば，x'εl∞で，ゆ(x'(t))= 

ε;=lゆV(x'))=I:~=11 ct(eT(x))1剖ZL1ゆ(eT(x))1
=1ゆ(x(t))I(三0)となり，更に，ノルムと内積の
関係より 1cþ(x(t)) 1 豆 ε~=11 ゆ(eT(x))1=ゆ(x'(t))三

11ゆ11*11 x' 11∞<∞ ¥ltεNとなる。故に，数列

(I:~=11 ゆ(eT(x)) i)は単調増加で有界となるので

有限の値に収束し，したがって，級数I:~=1
ゆ(eT(x))は絶対収束する。そこで，その(有限

値の)極限をI::1ゆ(eT(x))と書くとすると，
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~(x) = limHooゆ(x(t))= lim，→∞立=1ゆ(eT(x))= 

I:~=1 ゆ(eT(x)) ¥lx εl∞となる。この時，X=(X1' 
一，Xrt0，・・・)であれば，~(X)=lim，→∞ゆ(x(t))=

lim，→∞I:~=1ゆ(eT(x))= I:~=1 ゆ(eT(x))= ゆ(x) とな

って， ~とゆは一致する事に注意すると，仮定

よりゅ(e');60ヨ7εNとなっているので，x=ど

の時にはψ(ei)=ゆ(ei)斧Oとなる3九また，級数

εT=1ゆ(eT(x))が収束する事より， ~(αx +sy)= 

lim，→∞ゆ((町+sy)(t)) = 1凶t→∞I:~=1 ゆ(e T(α'x+ 

sy)) = lim，→∞I:~=1 {α ゆ(eT(x))+ sゆ(eT(y))}= 

limHoo {α I:~=1 ゆ(eT(x))}+ lim，→∞{臼;=Iゆ(eT

(y))) =αlim，→∞{ I:~=1 ゆ(e T (x))) +βlim，→∞ 
{ I:~=1 ゆ(eT(y ))}=α~(x)+御(y)となるので， ip: 

l∞→Rはl田上の 1つの線形汎函数である。更

に， 1ゆか(t))1孟11ゆ11'11 x 1100く∞ ¥ltεNより |ψ

(x) 1 = IlimHooct(x(t)) 1 = 12ヱ1CT(eT(x))1三11利「
11 x 110。く∞となるので，~は有界であり，故に，

11・11∞一連続である。したがって，ip(e')=ゆ(ど)

;60となっている事を考慮すると， ~E 

(l，∞)ホ¥{O}となる。ところでいま，ip(e')=ゆ(e')

=p， ¥ltENと定義すると，ゆ(x(t))=ゆ(x，e')=x， 

ゆ(e')=p，x，¥ltεNとなるので， ψ(x)=lim，→∞ゆ

(x(t)) = lim，→∞εT=1ゆ(eT(x))= I:::1ゆ(eT(x))= 
I:::1P，為となるが，x = eとすればip(x)=

I:~=IP， となり ， p=伊1"'" Pt，"')εII¥{O}で
ある。そして，pεIIであるのでこれをvεII

と表現する。 Q.E.D

この時，ゆミO であれば z~O に対して z(t)孟O

¥ltεN となるのでゆ(z(t))ミo¥ltεNとなり，し
たがって ip(z)=lim，→∞ゆ(z(t))孟Oとなるのでvミ

31)ここでは.x = elの時に cp(el)=ゆ(el);f0となる事

を利用しているが e'でなくても，ある期間から
先の座標が全て0になるz= (Zl.…. ZT' O.…) 
ヨTENに対して，ゆ(z);f0であれば.cp(z) =liml→国
世(z(t))=liml→∞I:~=l ゆ(eT(z))=I:;=1 ゆ(eT(z))=ゆ(z)普0
となって.cp;fOとなる。ただし.z>> 0 ではI:~=1
ct(eT(z))=ゆ(z)=O色なる可能性があり，その時に

は x= e'の時にcp(e')=ゆ(e');fOとならないかもし

れないので，選好の単調性(3)としては，各時点での

消費量の増加が望ましい乙とを利用しているのであ

る。

Oである。ここでは各あやめ ¥ltεNが実数

Rのケースを示したが，一般的なノルム空間

のケースは Prescott-Lucas(1972)やLucas-Stoky

(1989， Ch. 15) において取り扱われている。そ

して，一般的な (σ一有限的)測度空間上の有

限加法的測度を，その可算加法的測度と純粋有

限加法的測度に分解する定理は Yosida-H巴witt

の分解定理(1972) として知られている32)

前節の二つの系における所得移転を伴った準

均衡や競争均衡の存在定理では，その均衡価格

が(l∞)ホ=(ba)に属している事が示されてい

て，その (l∞)キに属している均衡価格にこの補

題を適応すれば，IIに対応する価格が見つか

る。そして，その 11に対応する価格でも支出

最小化や選好の最大化，そして利潤最大化が依

然として成立している事を示せば，この 11 に

対応する価格も準均衡価格や競争均衡価格とな

る。それを示すために，ここで(9)や(10)が必要

となるのである。

命題 1: (1)，…・・， (4)， (5')， (9)， (10)の下では，

(x' ，yヘグ，グ(x'"))が所得移転を伴った準均衡

であり，グ(e')井0ヨ7εNとなっていれば，

ザをグに対Lて補題 3を適応して得られる

II -価格とすると，(';'，yヘザ， ~. (x'''))も所得移

転を伴った準均衡となる。また，(x¥yヘザ，

~*(xホ"))が所得移転を伴った競争均衡におい

て，ゆで各消費者が安価点条件を満たせば， (x*， 

y' ，〆，ザ(x*"))も所得移転を伴った競争均衡と

なる。また，この時グ~O ならばザ孟0 である。

証明(';'，yヘグ，ct*(x'''))を所得移転を伴っ

た準均衡とする。まず， (5Iによって，グの価

格の下で安価点条件を満たす消費者がいるが，

32) Yosida-Hewitt (1972)の原論文では束理論を用いて

証明を行っている。 Dunfor-Schwaltz(1958)にも別

証があり，日本語による証明は吉田(1976)におい

て行われている。有限加法的誤IJ度に関しては，詳し

くはBhaskaraRao (1983)参照。 (loo(s))・のケース

でも，同様に.11(β)とある種のバブル項に分解で

きると思われるが，これについては.(loo(β))・のケ

ースを考察する時に取り扱う予定である。



2004. 6 無限期間定常経済モデルにおける厚生経済学の第2基本定理と競争均衝の存在定理:ー般的消費集合のケース 久保田 33 (33) 

その消費者は，準均衡の定義より，グ(x*")の所 グ(yつ Vt>Tとlimt→∞グ((y(t) 1 z (t + 1 ))) = 
得の下で支出最小化を実現しているので，補題 ザ(y)よりザ(y)豆グ(yつとなる。

lより，その消費者hはグ(x*")の所得の下で

選好の最大化を実現している。すると，その消

費者については(3)の選好の単調性よりグ(et)>

o VtεNとなり，グは補題 3の条件を満たし
ていて，ザε([1)+¥{O}となる問。

最初に， x"εR" (x*")=争ザ(x")注グ(x*")を示

す。まず，XhεP"(x*")ならば(9)よりヨz"ε(co)+， 

Tε N， Vt > T， (x" (t) 1-z" (t + 1))εc"となる
が，z" -z" (t + 1) = (0，・・1O，-zlil，・・ )→0((*) 
弱イ立相σ(1∞，11))となるので，(xlt(t)l-zlt(t+1))

→x" ((中)弱位相σ(100，11))となる。すると，x"ε 

p" (x*")とP"(xキ")が(2)より (c"において)

(*)弱位相叫ん，11)一開集合である事より，ヨT'

εN， Vt>Tに(x"(t) 1 - z" (t + 1))εP" (x*")と
なる。グでの支出最小化よりグ((x"(t)I-z" 

(t + 1)))詮グ(x叫)Vt > T'である。グ((x"(t)I-
z" (t + 1)))=グ((x"(t))ーグ(z"-z" (t))であるが，

グ(z"-z" (t ))= 'L二十1Ptz!'→O(t→∞)なので，

limt→∞グ((x"(t)1 -z" (t + 1)))=limt→∞グ((x"(t)) 
=〆(x")であり，ザ(x")注グ(x*")となる。ま

た，x"ε[" (x*")のケースでは，選好の単調性

より (x"+e/m)εP"(x*") VmεNとなるのでザ

(x"+e/m)=ザ(x")十戸(e/m)=ザ(x")+ザ(e)/

mミグ(x*")となるが、ザ(e)/m=('L:tpt)/m= 

11ザ 1I1/m→O(m→∞)なのでザ(x")註グ(x叫)と

なる。

次に，yεy=争ザ(y)豆グ(y*)を示す。 (10)より

yεYとするとヨZE co， TモN，Vt>T， (y(t) 

Iz(t+1))εYとなるので，グでのfの利潤最

大化条件よりグ(y(t)1z(t十1))孟グ(yつVt>T

となるが，グ((y(t)1z(t+ 1 )))=グ(y(t))+グ(z-

z(t+1))で，グ(z-z(t+1))='L:川 PtZt→O(t→ 

∞)なので，limt....∞グ((y(t)1 z(t + l)))=limt→∞グ
((y(t))=ザ(y)となり、故に，グ(y(t)lz(t+1)孟

33)実際には，各消費者が各時点での消費の増加が望ま

しいという条件ではなく，ある時点での消費の増加

がのぞましいという条件で十分である。

と乙ろで，x本"εR"(x叫)より〆(x*")注グ(x*")， 

h=1，"'，Hなので'L7，=1ザ(x*")逗'L7，=1グ(x*")で

あり，また，y*εYよりザ(y*)豆グ(yつとなる

が，実行可能性より 'L7，=IX."=y*なので'L7，=1

ザ(x*")=ザ(ZLIft)=ザ(yキ)12744*(flt)=

グ(ZLIft)=グ(y*)となり，結局，'L7，=1ザ(x*")

=ザ(y*)=グ(yホ)='L7， =1 rt* (x*")となって，yεY 

=争ザ(y)壬ザ(y*)，更に，ザ(x*")=グ(x*")となっ

て，xJzεR"(x*")キザ(x")注〆(x*")，h= 1，・"，H

となって，(xぺyヘザグホ(x*"))も所得移転を伴っ
た準均衡となる。

また，(i*，yヘグ，rt*(x*"))が所得移転を伴った

競争均衡ならば，それは所得移転を伴った準均

衡なので，上で示した結果によって(i*，y*， I{J*， 

ザ(x叫))も所得移転を伴った準均衡となるが，

更に，ザ(x*")で各消費者が安価点条件を満た

せば，補題 1より支出最小化は選好の最大化

となる。実際，仮定よりグ(x*")で各消費者が

安価点条件を満たすので，上で示したグ(X*")=

ザ(x*")よりザ(x*")でも各消費者が安価点条件

を満たし，選好の最大化が成立する。したがっ

て， (ムyヘザ，I{J*石可))も所得移転を伴った競
争均衡となる。 Q.E.D

以上の証明では，グ(x*")= 0の値の大きさ

は本質的ではないので，グ(x*")= 0で所得移

転を伴なわないケースでもグ(x*")=ザ(x*")よ

りザ(x*")= 0となって，所得移転を伴わない

準均衡や競争均衡でも同様な結果が成立する。

また，所得移転を伴った準均衡のケースでは，

rt* 10であっても戸井0が成立するとは限らな

いので，ゆ(et)1 0ヨ7εNという条件を課して，

戸弁Oを保証しているのであるが， Lucas-Storky 

(1989， Ch.15)においては，この条件が欠け

ているのでザ=0を排除できない。しかし，

ゆ(et)IO ヨtENという条件は，所得移転を伴

った競争均衡のケースでは，選好の最大化であ

る需要条件と選好の単調性(3)と(5')より保証され

る。この時には，ゆ(et)=0 VtεN となる事はな
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く，必ずゆ(ei)井0ヨ7εNが成立する。

この命題を，前節で得られた所得移転を伴っ

た準均衡や競争均衡の存在定理に適応すれば，

以下の結果が得られる。

系:(1)，…， (5')，…， (7)， (9)， (10)の下では，との

経済には均衡価格が(lj)+¥{O}に属する所得移

転を伴った準均衡が存在する。また，(仕ωlυ)レ….口.何(

(げ川7円)，(伶例9針)，(1め札，白似制lリ7の下では， 乙の経済には均衡価格

が(lj)+¥{O}に属する所得移転を伴った競争均

衡が存在する。(所得移転を伴った均衡の存在:

lj一価格のケース)

証明)まず，最初のケースは， (1)，'・"(5')，・，

(7)によって所得移転を伴った準均衡が存在し，

更に， (3)， (5')が仮定されていて命題 lの条件

も満たされるので，価格がljに属する所得移

転を伴った準均衡が存在する。 2番目のケー

スは，(1)，…(5'j，…(7)， (l1jによって所得移転を伴

った競争均衡が存在するが，更に， (3)， (5')， (llj 

が仮定されていているので，その均衡価格から

構成された ljに属する価格ザに対しても命題

1の条件が満たされ，結局，ljに属する価格

ザにおいて所得移転を伴った競争均衡とな

る。この時均衡価格はグミ0なのでザミ0であ

り，〆 ~O なのでザ ε([1)+¥{O}となる。 Q.E.D

本節までは，個人生存条件を不必要とする所

得移転を伴った準均衡や競争均衡の存在を議論

したが，次節では，所得移転を伴なわない準均

衡や競争均衡の存在を議論し，そこでは，個人

生存条件が必要となる事を示す。

5.競争均衡の存在

前節までで，厚生経済学の第 2基本定理に

基づいて，所得移転を伴った準均衡や競争均衡

の存在を示したが，本節では，所得移転を伴わ

ない競争均衡の存在を示す。そのためには，弱

バレート最適配分の中から，その支持価格で評

価した所得額がゼロとなるようなものを見つけ

ればよい。そこで先ず，弱パレート最適配分に

対してその支持価格で評価した所得移転額を，

弱パレート最適な配分からの効用比を表す基本

単体上から定義される写像と見なすと，その写

像が閉対応で凸値である事を示す。そして，そ

の事に基づいて作成した写像に対してRH にお

ける角谷の不動点定理を適応し，その不動点で

は所得移転を伴なっていない事を示す。

最初に，この所得移転写像の定義を与える。

先ず，π:子→Hを(王，y)ト→π(王，y)={何日¥{O}I

x'"ξ R"(x")→ゆ(x''')ミゆ(x")h = 1 ， ••• H ，y' E 

Y →ゆか')~rþ(y)} によって定義する。 π(i ，y) は

(xo;を基準にした)弱パレート最適な配分(王，y)

対する支持価格の集合であり，定理 2の厚生

経済学の第 2基本定理より， π(i，y)非日 'v'(i，y)

ε戸で、ある。また，市場清算条件より L，~=1 ゆ
(x")=ゆ(y)となるが，本稿で前提としている(4)

の下では L，~=1 抑乍的)= 0となる。この時，
π(王，y)は凸になる。実際，ゆ，グεπ(i，y)，αε(0，1)

として， αゆ+(1ーα)ゆrを考えると， (l∞)ホ=ba 

は線形空間なので， αゆ+(1 α)グ叫ん)*=ba 

であり，更に，ゆ，グ孟Oより 11αゆ十(1ーα)ゆ， 11* 

=11αゆ+(1ーα)ゆ， 11* =(αゆ+(1ーα)ゆ')(e)=αゆ(e)

+(1ーα)ゆ，(e) = 1となるので， αゆ+(1ーα)ゆf

EIT¥{O}である。また，ゆ(ゆ，)ε 7l'(王，y)より，x'" 

εR" (x")→ゆ(x''')詮ゆ(x")(ゆ，(x''')ミゆ'(x"))h=l，

一，H，y'ξY→ゆ(y')豆ゆ(y)(ゆ，(y')豆ゆ， (y))とな

る。すると，ゆ(x''')詮ゆ(x")とゆ，(x''')~ ゆ'(x")よ

り， (αゆ+(1α)ゆ，)(x''')=αゆ(x''')+(1ーα)ゆ，(x巾)

注αゆ(x")+(1ーα)ゆ'(x")=(αゆ+(1-α)ゆ， )(x")， 

また，ゆ(y')壬ゆ(y)とゆ，(y')孟ゆ，(y)より， (αゆ+

(1ーα)グ)(y')=αφ(y')+(1ーα)ゆ，(y')孟αゆ(y)+

(1ーα)ゆ，(y )=(αゆ+(1ーα)ゆ，)(y)となるので，αゆ

+ (1ーα)ゆF は(王，y)での支持価格の条件を満た
す。したがって， αゆ+(1ーα)ゆrεπ(王，y)となっ

てπ(i，y)は凸である。

次に，ム :F*→RHを，(王，y)卜→ム(i，y)={(ゆ

(x1)，・1 ゆ(xH))εRHlrtεπ(i，y))によって定

義する。ム(i，y)は (xoを基準にした)弱パレ

ート最適な配分(i，y)をその支持価格で評価し

た時の各消費者の所得移転額のベクトルであ

り，一般には正の値と負の値が混じっている。
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との時 εL.(王，y)であれば，ヨ慌π(i，y)(cI1). 上で問題なく定義でき，故に.pは連続関数で

t" =ゆかり Vh= 1，・・.，H となり，ム(i，y)は凸 ある。

集合になる。実際.t. t'εL.(丸y).αε(0，1)に対

して， αt+(1ーα)t'を考えると，ヨゆ，ゆ'ετ(王，y).

t" =ゆ(x").t'''=ゆ'(x") h =1.・….Hとなるが，す

ると，αt"+ (1ーα)t'"=αゆ(x")+(1ーα)ゆ'(x") 
=(αゆ+(1ーα)ゆ')(x")h = 1.・..，H となり，既

に述べたように.7r(王，y)の凸性より (αゆ+

(1ーα)グ)επ(正，y)なので， αt+ (1ーα)t'=((α 
ゆ+(1ーα)ゆ，)(x"))εム(王，y)となって，ム(王，y)

は凸である。

更に， γ:SH-1 →F本を V~γ(zノ) = {(i，y)εF噂|

f(立(i，y))=ν}によって定義する。 γ(v)は効用

比がvとなるような(品を基準にした)弱バレ

ート最適な配分(王，y)の集合であり uの連続

性と定理 1の系のfの連続性により γも連続

である。そして.7:SH-1→RHを， νト-77(V)= 
L.( 'Y(ν))= (L.。γ)(ν)によって定義する。 7(ν)は

効用比がvとなるような(元を基準にした)弱

パレート最適な配分(i，y)をその支持価格で評

価した時の各消費者の所得移転額のベクトルの

集合となる。ところで.tε7(ν)とすると，ヨ(王，y)

εFヘt" =ゆ(x") Vh = 1γ..，H. ヨゆ επ(王，y)と

なるが.(4)より L，~~1ゃい")=的)=0 となる。
更に. (王，y)εF→x"EF"となるが， (1). (4). (5) 
よりヨβ(<∞)，x"εF"→Ilx"11<βVh =1.. 

Hとなるので.1 t" 1=1ゆ(x")1三11ゆ11*・Ilx"ll<β

となって， zLIlth|壬Hβ=((>0)となる。そ

こで.T={t巳RH127Jt=O，ZLIlth|孟(}と

定義すると.7(V)仁 T Vv E SHーIとなって.T 

は所得移転可能領域を表している。もちろん，

7:SH-1→Tとなる。

最後に.p:SHー1XT→SH-1を.(v， t) ~P" (v，t) 

=[v"十m似 (0，-t" /0]/[1+ L，~=lm田 (0，- tk /0] 
h=l. ....Hによって定義する。この写像は所

得移転額のベクトルに応じて消費者の効用配分

比を変更する写像であり，所得移転されている

消費者の効用を相対的に引下げる操作を表して

いる。との写像については，分母が[1+211
max(O，-tk /0] > 0正となるので.(SH-1xT) 

以上の官(王，y)，L. (i，y)，γ(吋，f(訂正，y))の関連

は第 4図(a)，(b).(c)で図示されている。 (b)図の

効用配分vに対応する弱パレート最適配分を

(a)図の王=(X1，X2)とすると，原点を通る直線

上で対称的に位置しているため実行可能で，

x1や x2での無差別曲線の接線を考えれば，そ

れらに直交するベクトルが支持価格グである

事が分かる。そして，その支持価格グの下で

の消費点x1や x2の評価額のベクトル(グ(x1)，

グ(x2))がdv)であり，グ(x1)+グ(x2)= 0よ

り図(c)のTの領域で原点を通る 45。線上に位

置するのである。 7(v)は，したがって， (b)図

の効用配分から(a)図の対応する弱パレート最適

配分の支持価格を通じて(c)図に移されているの

である。

ところで，所得移転が無い状態ではpに基

づく効用配分が不変になるので，以下では，

(p X 7):SH-1 X T→SH-1 X Tという写像を考

え，乙の写像に不動点が存在して，その不動点

では所得移転が無くて効用配分が不変になる事

を示す。ここでは，有限人の消費者しか存在し

ておらず，これら pおよび 7写像は有限次元

第4図(a):パレート最適配分，支持価格，所得移転額
(グ(x1).ot'(x2))=r(v) Es(X1，X2) 
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45'線。

第4図(c):所得移転ベクトル，効用配分比
r(v) =(グ(Xl)，q，'(X2))E T 

議論は(王，y)と(i'，y')の役割を交換しても成立

するので，結局， π(i，y)=π(i'，y')となり vε

SH-lに対しては (i，y)εγ(v)に対する π(王，y)

が同一になり，選んだ(丸y)には依存しない。

また，ゆ(X'II)=ゆ(Xll)h = 1， " " "， Hなので，その

定義よりム(i，y)=6(X'，y')となる。そこで， vε 

SH-lとして t，t'ξ-r(v)とすると，ヨ(i，y)，(';'，y') 

εγ(v)，tEd(王，y)，t'εd(王，y)となるが， ヨゆε

π(王，y)，ゆ， E三官(';'，y')，tll =ゆ(Xll)，t'lI=ゆ'(X'II)h= 

1，・ー，Hであり，更に， d (王，y)= d (x' ，y')かっ

π(王，y)=π(x'，y')となるので，結局， </;，グε宵(x'

，y)， t， t'εd(X'，y)と出来る。そこで，αε(0，1)に

対して， αt+ (1 α)t'を考えると，既にその定
義の所で示したM王，y)の凸性より， αt+(1ーα)

t'εd(王，y)Cd(γ(v))=-r (v)となるので，-r (v)は凸

である。

次に，-rが閉対応である事を示す。 Gr(-r)C

R2Hなので，点列を用いて，(v"， t")εGr(-r) = 

{(ν， t)εSH-l X T， tε-r(v)， v εSH-l}， (v" ，t")→ 

(11，乃εSH-IXT=争(11，t)εGr(-r)を示せば良く，

更に， (11，乃εGr(-r)には，ヨ(主，)i)εγ(11)，事επ(x，y)

でtll=ゆ(Xll)h=1，"一，Hを示せば良い。まず，

(v"， t")εGr(-r)より t"ε-r(v")¥ln=l，…なので，

ヨ(.?:y")εγ(v")， </;"επ(.?勺")で tllll=が(xllつh=
1，・""，H¥ln= 1，"""である。また，(xりつεγ(v")

第4図(b):パレートフロンティアー，弱パレート最適
配分，効用配分比 f(1l(X1 ，x2)) =ν 

で定義されているので，写像 (pX-r)の不動点

の存在には有限次元ユークリッド空間における

角谷の不動点定理を適応すればよい。したがっ

て，pが連続関数なので Tが凸値で閉対応にな

っている事を示せばよい。それが次の補題であ

る。

補題 4: (1)，…， (5')， (6)， (7)の下では，写

像-r:sHーl→RH は閉対応で凸値である。
証明) 最初に，凸値である事を示す。まず，

vε SH-lとして(王，y)，(';'，y')εγ(v)とすると，

!(u(i，y))=!(u(x'，y')) =vとなるが，Fホとfの

作り方より立(王，y)=u(;'，y')となって，lIl1(XIl)=

1I11(X'II) h=1，・""，H となる。そとで，ゆ巴7r(i，y)

とすると，支持価格の性質より，1I11(ZIl)ミ1I11

(Xll)→ゆ(Zll)ミゆ(Xll)h=1，"" "，Hとなる。すると，

1I11 (xll )=1I11 (x'lI)より，1I11(ZIl)ミ1I11 (X，II) (= 1I 11 (xll )) 

→ゆ(Zll)ミゆ(X'II)h = 1，・・・，Hとなり， もちろん，

1I11 (Xll)孟1I11(ど11)→ゆ(xll)ミゆ(X'II)h = 1，・・・，Hと

なる。また，lIl1(X'II)注1I11(Xll)→ゆか'11)孟ゆ(Xll)h = 

1，・・・，Hとなるので，ゆ(X'II)=ゆ(Xll)h = 1，・

H となる。すると，利潤最大化条件より 0=

ゆ(y)討(y')= ゆ(~7.=lX'り=ゆ(~7.=lXIl)= ゆか)= 0 
となるので，結局，ゆ(μx〆'/i勺/
ゆ(ωyゾ')=ゆ(ωy)=0となる。したがって，ゅは(x'，y')
の支持価格であって，ゆεπ(';'，y')となる。この
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cF*とFの直積(オ)弱位相 σ(I!!，+I，lIH+1)一点列
コンパクト性より，一般性を失う事なく，ヨ(x，)l)
εF*， (~りつ→(主，)1)( (*)弱位相σ(l!!，+I，lIH+1)で)

と出来る。さて， π(xり")cII={ゆε(ba)+111ゆ11ホ=
1}でHが(*)弱位相σ(ba，l，∞)ーコンパクト集

合なので，既に触れたように，アラオグルーの

定理より，点列{が}には収束するサブネット

(部分有向点列){4>". } ".EAが存在し， (*)弱位相
σ(ba， loo)でP→事(己目)(λ ↑)となる刊。ここで
は，一般的には収束部分列が取れるとは限ら

ず，収束するサブネットしか取れない事に注意

する。もちろん，部分列はサブネットの一例で

はあるが，逆は成立しない。また，収束するネ

ットのサブネットも同一の極限に収束するの

で， (x"'， y". )→(主，)1)(入↑)となる。

ところで，有限次元のケースでは，点列{ゆっ

から取れるサブネットとして部分列を用いてよ

いのでρ→手(k→∞)と出来て，内積(仇x)の
(両変数に関する)連続性より xい→x!J，ctllk. → 

~， t"JJI →t" ，t'い=ゆ"， (x"'" )=争戸=平(子)となり，
t E T(V)は容易に示す事が出来る。しかし，l.∞ 

は無限次元のケースであり，内積(仇x)の各

変数に関する連続性は成立するが，有限次元の

ような両変数に関する (σ(l∞/1)xσ(ba， l∞)ー)

連続性は一般には成立しないので， この有限次

元の議論は適応できない。そこで次のような議

論を用いる悶 o 先ず，(X".¥ ，yll).)εγ(v". )より

f(u(~. ，y".)) = v"λ となるが，(x"' ，y". )→(主，y)

(εF*)(λ↑)， Vll~ →V(λ ↑)， fとuの(ド)弱位相

σ(1∞，ll )一連続性より f(u(主，y))=Vとなって

(x，y)εγ(V)となるので，事επ(x，y)でt"=ゆ(x")

34)乙のサブネット {ρ}λεAは，定義によって.'<IlIEN. 
ヨ入 EA.lIく 11).となっていて，入↑=争nλ→∞となる
事に注意。勿論.(A，ト)は(N，>)と一般には異なる
有向集合である。 Magill(1981)では，このサブネ

ット{4，".}λ品を使わなくてはいけない議論で，単
なる部分列{ゆ"，}を使っているので不正確である。
ただし， λ↑と k→∞では議論にそれ程大きな差異
は無い。

35)これが.Bewley (1972)やMagill(1981)による議
論である。

h =1，・・，Hを示せばよい。そこでまず，事ε

π(x， y) について考えるが，これには，~が

(x，y)の支持価格である事を示せばいい。そこ

で，z"EP"(.子)と伝(0，1)に対してZ'III.=(Z"+

8". e)とすると，選好の単調性より zhn句 P"(z") 

となり，更に，入↑=争nλ→∞より，f/>'→O(入↑)と

なるので，IIz"/.-z" 11∞=8"λIle 11∞=8".→O(入↑)
となる36)

すると，ノルム収束すれば弱収束するので，

zhnA→z" ( (*) ~~位相σ(1，聞 II )で)(入↑)である。さ

て，z"εP"(子)であるが， xlutA→:0(入↑)と選好

の連続性より，ヨXεA，Vλと支，Zhεp"(X'III.)とな

るので，ゆ".ετ(xnA，ynλ)の定義より，4>"' (z" )註

砂川 (X'"'.)=t"/'V入と"xh=1，・"，H となる31)。

また，yεYとすればo= 4>"' (y"' )ミ4>".(y) Vλと
Xであるが， (*)弱位相σ(ba，l，∞)の定義より

4>". (y)→手(y)(入↑)なのでO注高(y)となり，特に
y=yとしてOミ高(Y)を得る。そして，ノルム

の定義とゆεH→ 11 ゆ1I ~1 より， 1 4>"λ(Z'III.)-~(z") 

|孟14>"' (Z'III') -4>". (z") 1 + 1 4>"' (z") -~(z") 1壬
11 4>"' 11* • 11 z"加11λ一zど"11∞+ I(ゆ4>".川'.λ 一zお)(zピh勺，)孟11z'"川F
z計"11μ100∞+刊I(ωゆ〆rρ11町"λ 一zお)(ぜzど")川|となるが，既に述べたよ
うに， 11 z'川 z" 11∞→O(λ ↑)であり，また， (*)弱
位相 σ(ba，l∞)の定義より (ρ -~)(z")→O(入↑)

なので，上式の右辺→Oとなり，結局， 1 4>". 

(Z'III. )-~(z")1→O(入↑) h=1. "'，Hとなる。す

ると，ゆ11λ(z"/.)→手(z")(入↑)で 4>".(z")注「λ

(X"/')= t'lII， V入とA，t'lII.→戸(入↑ )h =1，・ー，H

なので，事(z")孟t"となり，結局，z"εP"(X") 

=争高(z")ミ t"h=1，・ー，Hが成立する。 乙の時，

z"εR"(x")として.z/，:=z"+e/mとすれば，選

好の単調性よりzJ;εP"(z")となるので，選好
の推移性よりzJ;εP"(x")VmεNとなり，今

36)点列から構成されたサブネットの性質より，

'<111 EN.ヨλ"EA.Vλ 〉ー λTI. 1lλ~ 1Iとなるので， λ ↑
→lIX↑∞となる。
37)一般には AEAはhに依存してλhであるが，と
の順序で一番大きい λhを王とすればよい白ここで
hは有限個なので，との順序で一番大きいλhは確
かに存在する。
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示した事より，~(z:':) =高(z")+事(e/m)=吉(z") 

+高(e)/mとt"¥:1mεNとなるので，m→∞とす

れば事(z，::)→高(z")となって，ZhεR"(x")=争事(Zh)

とtlt h=l，・・・，Hを得る。特に，x" ER" (x")と

すれば，百(x")どt"h = 1，・・・，Hを得る。

ところで，(x，y)εF*より(主，Y)は実現可能で
27=lF=yとなるので，kzLIF)=高(子)(壬0)
となるが戸n町λ→t，0=ゆ4;"'町λbゲ11，λつ)=2ε:fιL=4lゆ《抑(x"川川n川λつ)=

εfι=1t'"川F
Z訳(子)h =1し，...， H よりI:7"工L=4l 戸孟I:7"ι=1~(子)ト= 
高副(2?工=1子)なので， 結局， 0=2f=lF豆I:7，=1
~(子)=手(27=lF)=手仔)孟O が成立し， (h;f，~(子)
h=l， ...， H とゆσ)=0となる。したがって，最

終的に，zf=lF=y，zhR(子片手(z")必(子)=
t" h = 1，・・・，H，yεy=争事(y返事σ)=0が成立

するので，事επ(x，y)と高(x")= t" h=l，・..， H

が成立し，tεT(ii)，つまり， (ii， t)εGr(T)とな

る。したがって T は閉対応である。 Q.E.D

既に述べた様に，有限次元のケースでは点列

(が)から取れるサブネットを部分列としてよ

いのでρ→事(k→∞)と出来，更に， 内積(仲ゆ仇， 
x心)の(両変数に関する)連続性より xfn叫い，"→x"す，
ゆ〆rρ11引1，→E瓦，tll1叫，
なるので，上の証明とは違つて，t E T(ii)は容

易に直接的に示す事が出来る。しかし，んは

無限次元のケースであり，内積(仇x)の各変

数に関する連続性は成立するが，有限次元のよ

うな両変数に関する (σ([00'II ) x a(ba， l.∞)ー)連

続性は一般には成立しないので， この有限次元

の議論は適応できず，したがって， 1 4;"' (z'川)-
~(z" )1→O(入↑ )h=l，・..，H となる事を示すの

に，上の証明のように，迂回的な間接的手法を

用いるのである制。

これで，効用配分と所得移転に関する写像の

性質が得られたので，それらから構成される直

積写像 (pX T):SH-l x T→SH-l X Tに角谷の不

38)乙の事は，ゅの範囲を σ(ba，l，田)ーコンパクト集合上
に制限すれば，内積 (x，ゆ)が両変数に関して

11.11 xσ(ba，1∞)で連続であるという事を表してい
る。例えば， Aliprantis-Border (1999， Theorem 6.46， 

動点定理が適応できる。そして，この写像の不

動点では所得移転が無くて効用配分比が不変に

なり，したがって，との不動点が所得移転を伴

わない準均衡になる。ただし，その際に，以下

の証明で見るように(5)の前半部分の個人生存条

件が必要になる。

定理 3:(1)，…・・・，(7)の下では， この経済には

均衡価格が ([00)ぺ{O}に属する(所得移転を伴
わない)準均衡が存在する。(所得移転を伴わ

ない準均衡の存在定理:ba一価格のケース)

証明)補題 3より，所得移転写像 T:SH-1→

Tが凸値な閉対応で，また，p:SH-IXT→SH-l 

が連続関数なので凸値な閉対応である。する

と写像(pX T):SH-l X T→SHーlxTは二つの

凸値な閉対応の直積となるが，二つの凸値な閉

対応の直積もまた凸値な閉対応となるので，

(p X T):SH-l X T→SHーlXTは凸値な閉対応で

あり，角谷の不動点定理を適応する事が出来

る。いま，その不動点を (vヘt*)εSH-IXTとす

れば， (vヘt*)ε(pX T)(V*， t*)=ρ(vヘt*)XT(Vつと

なるので， v* Ep(vヘt*)，t*ξT(Vつとなる。示し

たい事は t*=Oである。まず，後者より，ヨ(主y*)

εFヘグεπ(xヘy*)，f(u(;~y'))=vヘグ (x*")=t*" 

h=l，・・・，Hであり，また，前者より，v'''=[v*''+ 

m回 (0，一円/0]/[1+ I:~=lm拡(0 ， -t*k /と)]h = 
1 ，・ ，Hとなる。そこで今， σ=ZLm田 (0，

-t*k /O(ミ0)とおくと，所得移転の実行可能性

より I:7.=lt吋=0なので，p>O(= O)C}t*kfOヨkE
{1，…， H}(t吐=0¥:Ik=l，・ー，H)である。そし

て，所得移転のない準均衡がけ=0 ¥:Ik=l， 

..，H となっているσ=0のケースに対応して

いるので， (vヘtつが所得移転のない準均衡に

なっている事を示すには， σ>0とならない事

を示せばいい。

そこで， σ>0とすると， (1 +σ)v叫=[v*"+m砿

(0， -t*" /0] h = 1，・ー，Hとなるので，σv*"=max

Corollary 6.47)参照E 勿論，内積(x，ωがσ(1，町 11)x 
σ(ba，1田)ーコンパクト集合上で，両変数1;:関して

σ(1，町 11)xa(ba，l，∞)一連続という事は一般には成立
しないロ
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(O，-t*"/O h=l，・"， Hとなる。そして，V*1zミO が所得移転を伴わない通常の準均衡(;~yヘグ)

であるが v哨 =0のケースではσv叫=max

(0， -t'" /0 = 0より-t叫/(豆Oとなるのでt叫注 O

となる39)。またゾ">0のケースではの叫=

max(O， -t*" /0>0より -t叫/(>0となって t叫

くOとなる。勿論，v'εSH-lよりヨhε{1，'"，H} 

で v*">O となるので t叫くO となる。故に'~~=l
t'k = 0よりヨkε{1，・・.，H}¥{h}で t*k>0とな

り， σV*kmax(O， -t吐10=0より1川=0となる。

ところで，f(u(x~y*)) の定義より ， f(u(x~y'))= 

(U"(X'")/~7.'=lU''' (x*"'))=いなので，V*k=Oよ
りuk(X*k)=Oとなる。更に，uk(・)は(5)のxtを
基準に定義されているので，結局，x吋[kxtと

なって， xJεR(X，k)が成立する。すると(;*
，y*， rt¥tつが準均衡なので，グ(xt)注グ(x勺=

t*k>Oとなるが， (5)のdは個人生存条件xJ
E (Ck n Y)を満たしているので，利潤条件より

0=グ(y*)註グ(xt)となってOミグ(xt)>Oとな

り，矛盾が起こる。したがって， σ>0のケース

は起こらず， σ=0のケースのみが起こる。故に，

t*=O となって(x~yヘグ，tつが所得移転を伴わな

い通常の準均衡(x~yヘグ)となる。 Q.E.D

Magill (1981， Lemma 3. 5， p. 168)の証明では，

v'''= 0のケースで lTV叫=max(O， -t*" /0= 0よ
りt叫=0としているが，実際には，t*"~ 0し

か示せない。非負象限を消費集合として使用し

ている Aliprantiset al. (1989)でも，乙のケー

スで t本"孟Oしか示しておらず，本稿のよう

に， (5)の前半部分の個人生存条件に対応する条

件(0ε c")を利用する事で t*=Oを示してい

る。勿論，乙の σ>0のケースで(5)の前半部分

の個人生存条件を利用することなくホ"=0を

示せるのであれば， (5)の個人生存条件の部分を

利用する事なく， (5')だけで t'=Oを示せる。す

ると個人生存条件を仮定せずに， (;~ y' ，rt* ，t') 

39) Magill (1981， Lemma 3.5， p.168)の証明では，v.h 

=0のケースで町村I=m砿 (0，-t'" /0= 0より t+"
=0となるとしているが，実際には，ここで行った
ように，t叫 ~O しか示せないa

となる事を，示せるのである冊。

、さて，ここではまだ(;~y\ グ)が所得移転を

伴わない通常の準均衡であって，x*hでの支出

最小化の成立しか示せていない。第 3節では，

(;~yヘグ ，t*)が選好の最大化を満たす(所得移

転を伴わない)通常の競争均衡となる事を示す

ためには， (経済全体での強生産性条件と)強

既約性を利用して安価点条件の成立をすべての

消費者に保証する事によって，選好の最大化を

保証した。ここでは(経済全体での強生産性条

件と)通常の既約性(8)を利用して(グ(x叫)=

t*"=Oでの)安価点条件がすべての消費者で成

立して選好の最大化が成立する事を示す。ま

ず，前節の補題 2に対応する結果が通常の既

約性(8)の下で成立する事を示す。

補題 5: (1)，……， (5)， (8)の下では，(x~yヘグ)

が所得移転を伴わない準均衡であれば，それは

所得移転を伴わない競争均衡である。

証明)まず，(;~yヘグ)が所得移転を伴わな

い準均衡とすると，補題 1ではグ(x''')の値

に特別の制限がなされてはいないので，ととで

のグ(x''')= 0のケースでもその結果が成立

し， (1)と(2)が仮定され，ヨWItεch，グ(w")くO

(=グ(x'''))(安価点条件)が成立すれば，グ(z") 

~O Vz"εp" (x''')=争グ(z")> 0 Vz"εP"(x叫)と

なるロそして，準均衡では利潤最大化が成立し

ており，ここでは(5)より内点条件が成立してい

るので，グ(ZLIX*lt)=グげ)=0>グ仇)=グ

(~7.=lx6') となって，ヨkε{1 ，'" ，H}， 0(=グ(X*k))

40) もちろん.もしも t'''~0だけでなく t*lJ=0となる
のであれば， (5)の個人生存条件なしでt叫=0とな
るという事なので， この証明より個人生存条件を仮
定せずに所得移転を伴わない準均衡の存在が示せる
事になる。 R"のケースでは，根岸アプローチを用
いたMoore(1975)によって，個人生存条件を仮定
せずに所得移転を伴わない準均衡の存在を示してい
るが，無限次元財空間モデル，少なくとも l田では，
この点についてはより詳細な分析がまだなされてい
ない。この点については.別の機会に行ないたいと
考えている。
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>グ(xd)となり， 0(=グ(x'k))の所得の下での

安価点条件が成立する。すると，準均衡の下で

はx'kはグの価格の下でRk (X'k)(コpk(X叫))

上の支出最小化を実現しているので，補題 1

より，そのような消費者kについては， (グ

(x吋)=0の下での)選好の最大化も実現する。

そこで，そのような消費者の集合を 11とし，

12=1¥11={hEIJO孟グ(x")'r/x"εC"}井目とす

る。勿論，k ε11より 111=日である。今，(i~yっ
と (I1 ，12)に既約性(8)を適応すると，

ヨ-x"， h ε11， y'E三y，z"εc"，α，，>0， h ε12 

27EIl支"=y'-y'-I:"E/α
hZh， 

(x'''+王")εR"(x''')'r/hε11， 

(x吋+-x
k)εpk(X.k)ヨkε11

となる。すると，(x叫+支")εR"(x''')'r/hε11な

ので，選好の単調性と支出最小化より，グ(x."

+計)孟o'r/hε11である。更に，定義より 11
に属する消費者は安価点条件を満たしているの

で支出最小化は選好の最大化になり，故に，

(X'k+-Xk)εpk (X.k)よりグ(x吐+支k)>Ok ε11と

なる。したがって，

I:"E/'グ(xホ"+計)

=乞"E/'グ(x.，，)+I:"日l'グ(王")

=I:"εl'グ(支，，)>0 
となる。ところで， zf=l計=y'-y'-I:"E/αh
z"と利潤最大化条件からのグ(y')ーグ(yつ孟 O

より

グ(I:7.EI'支")=グ(y'-y' -I:" E/' a." Z") 

=グ(y')-ct' (yつ-I::"EI2αhグ(z") 

豆-I:"εI'a." ct* (z") 
となるが， 0くグ(2Lパりなので乞ばα切 (z") 

くOとなり，グ(z'")くOヨh'ε12となる。しかし，

12の定義より 0孟グ(x"')'r/X'"εc'"なので0亘
グ(x'")でなくてはならず，結局，矛盾が起こ

って 12=日となり，故に， 1=/1となる。した

がって，すべての消費者が0(=グ(x叫))の下で

安価点条件を満たす事になって選好の最大化を

実現し (i~yヘグ)は所得移転を伴わない競争

均衡となる。 Q.E.D

乙の結果はMcKenzie(1959)に負うので，

ここではMcK巴nzieの補題と呼んでおく 4九

さて，本節で示された結果を組み合わせると

次の結果を得る。

定理 4: (1)，……， (8)の下では， この経済には

均衡価格が(l∞)~\{O} に属する所得移転を伴わ

ない競争均衡が存在する。(所得移転を伴わな

い競争均衡の存在定理:卸 価格のケース)

証明)定理 3と補題 5を組み合わせれば良

い。 Q.E.D

この結果で示された競争均衡価格は一般には

バブル項を含んでいて ZIに属するとは限らな

い。しかし，前節で議論した結果を適応すれば，

ここで存在が保証された価格からバブル項を排

除したんに属する価格が，依然として競争均

衡価格であり，結局次の結果が成立する。

定理 5:(1)，……， (10)の下では，この経済には

均衡価格がlf¥{O}に属する所得移転を伴わな

い競争均衡が存在する。(所得移転を伴わない

競争均衡の存在理由:ZI一価格のケース)

証明)定理 4，命題 1，そして，補題 5を組

み合わせれば良い。まず，定理 4より(1)，…，

(5)， (6)， (7)， (8)によって競争均衡が存在し，更に，

(5)が仮定されているので(5')が成立する。更に，

(3)， (4)， (5')も成立しているので命題 1の前半

部分の条件も満たされて，価格がlf¥{O}に属

する準均衡が存在する。そして，この l「¥{O}
に属する準均衡価格ザにおいて既約性(叫と(5)

を用いれば，補題 5よりとのzt¥{O}に属す
る準均衡価格ザでは各消費者に対して安価点

条件が成立し，補題 lより選好の最大化が成

立する。したがって，同じ lt¥{O}に属する価

格ザが競争均衡価格となる。 Q.E.D

この結果は，財空間が」で消費集合が非負

象限よりも一般化されたケースにおいて得られ

ている。財空間がL∞で消費集合を非負象限と

したケースで均衡価格がL1に属する最初の結

41) Debreu (1962)においてもこの結果が示されている。

Florenzano (2003. Ch. 3)では，既約性の幾つか
の形式に基づく準均衡から競争均衡への変換の議論
を詳細に行っている。
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果は， Bewley (1972，定理 2)によって，生

産の Exclusion条件に基づいてYosida-Hewittの

分解定理を利用して確立されている。その後，

Back (1984)は，財空間がL∞で消費集合を非

負象限よりも一般化したケースで， Rader 

(1967)やM吋umd紅(1972) によって最適資

本蓄積論における効率価格表現の議論において

用いられたMixture条件を消費や生産に利用し

てバブル項がゼロになる事を示し，この条件下

では (L∞)*=' baに属する均衡価格はんに属す

るという結果を確立しているべ

6.終わりに

Lucas-Stoky (1989， Ch.15)では無限期間経

済モデルでの厚生経済学の基本定理は扱われた

が，その経済のパレート最適配分の存在や競争

均衡の存在は示されていない。厚生経済学の第

2基本定理で利用したパナッハ空間の凸集合

の分離定理は，内点問題という煩わしい問題は

あるが，それ以外は有限次元空間における議論

から類推できるのに対して，本稿の議論からも

分かるように，パレート最適配分の存在や競争

均衡の存在証明では，アラオグルーの定理等で

必要になる弱位相などの線形位相空間における

双対性に関する基礎知識を必要とする。したが

って， Lucas-Stoky (1989)では測度論やそれに

伴うマルコフ過程論等の議論で既にかなり数学

的に高度な理解を要求していたので，それ以上

の更なる数学的に高度な議論は重荷になりすぎ

ると判断し，その結果として，パレート最適配

分や競争均衡の存在の議論が欠ける事になった

と思われる。本稿の結果はLucas-Stoky(1989， 

Ch.15)において扱われた経済におけるバレー

ト最適配分や競争均衡の存在定理に対応してい

るので，したがって， Lucas-Stoky (1989， Ch. 15) 

において欠けていた大事な問題を補完したので

42) ExcJusi叩条件やMix山田条件についてはKubotacl 998) 
も参照せよ。

ある。ただし， Lucas-Stoky (1989， Ch. 15)では，

本稿で、扱ったんを財空間とする離散的経済以

外に，L∞を財空間とする連続的経済も扱って

いるが，後者の経済におけるバレート最適配分

や競争均衡の存在の議論も，l.∞を用いた本稿

での議論とほぼ同様に行う事が出来る叫。

本稿では，ふとんをそれぞれ財空間と価格

空間として利用し，個人生存条件の下で一般的

な消費集合を用いた無限期間経済モデルにおけ

る競争均衡の存在定理の証明を，根岸アプロー

チに基づ、いて行った。しかし，本稿のモデルに

おけるエッジワース均衡アプローチに基づく競

争均衡の存在証明は行っていない。勿論それ

は， B巴ck巴トBoyd(1997， Ch. 7)において財空

間が loo(β)のケースでエッジワース均衡アプ

ローチを用いた議論をしているので，そのケー

スでβ=1とすればんのケースの結果が得られ

ると考えられるからである。しかし， Becker-

Boyd(1997， Ch. 7)では， Boyd-McKenzie (1992) 

の条件と同様に，消費集合から生産集合を差し

引いた集合を用いて定義された(8)と(11)に対応す

る条件を利用している。一方，本稿では消費集

合や生産集合を独立に利用した条件を用いて定

義した(6)と(8)を利用して，同の代わりに(6)と(8)

を用いている。したがって，財・空間が有限次元

か無限次元かに係らず，同と(6)の関係をより深

く分析する必要もあると思われる。

また，古典的有限次元財空間モデルにおいて

は， Moore (1975)によって根岸アプローチに

基づいて個人生存条件が仮定されていないケー

スで競争均衡の存在定理の証明が行われ，その

後McKenzi巴 (1981)によって，更に選好の推

移性を仮定しないケースにおいても競争均衡の

43) 1.∞のケースとL∞のケースには一つ違いがある。

んのケースでは均衡価格を 11から見つける議論で

(9)と(1のを利用して，それらが遠い将来での消費や

生産の停止可能性と解釈できる。一方L閣のケース

では，均衡価格をL1から見つける議論において対

応する条件の解釈が経済学的にやや難しいのであ

る。これらの点については，詳しくはKubota(1 998) 

参照。
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存在定理の証明が行われた。そして，個人生存 存条件の下で一般的な消費集合を用いた無限期

条件がなくても既約性があれば十分である事が 閉経済モデルにおける競争均衡の存在定理の証

示された。しかし，無限次元財空間モデルにお

いては，未だ個人生存条件が本質的に仮定され

ていないケースでの競争均衡の存在定理の証明

は行われていない。 Moor巴 (1975)の有限次元

財空間のケースと同様に，既約性の下では，根

岸アフ。ローチによってその証明が可能なのでは

ないかと考えられるので，その結果を無限次元

財空間モデルへ拡張する事が望まれる。そのた

めにも，まずl∞とんをそれぞれ財空間と価格

空間のケースでその結果を示す事も興味深いと

思われるが，それは別の機会に譲る刊。

ところで， Boyd圃McKenzi巴 (1992)によって

強調されたように，財空間としてんを利用す

るというととは最初から選べる選択として非有

界な数列が排除されているので，経済主体に対

して予算制約等の経済的制約以外に追加的な制

約を付加している事になるロ資源の実行可能性

から，市場均衡として実現する配分では，結果

として経済主体が有界な数列を選択する事にな

るかもしれないが，経済主体は最初から非有界

な数列を選択肢から排除しているとは考えられ

ず，経済主体に選択肢として非有界な数列も可

能としておいて，市場均衡として実現する際に

は価格調整の結果，経済主体が有界な数列を選

択するという解釈も可能である。したがって，

そのケースでは全ての数列から成る空間である

R∞を財空間として用いる事になる。

そして，R∞を財空間として用いて，個人生

44)既に触れたように，無限次元財空間モデルにおいて

も， Bewley (1972)流の部分経済列による近似と
いう手法を用いれば，部分経済既約性の仮定の下で

は，個人生存条件を仮定しなくても，無限次元財空

間の元経済における準均衡の存在が示せ，更に元経

済での既約性を仮定すれば，元経済の競争均衡の存

在も示せる。しかし，内積の結合連続性の非成立と

いう理由のために， Bewley (1972)流の部分経済
列による近似という手法で，部分経済既約性の仮定

をせずに無限次元財空間の元経済における準均衡の

存在が示せるかどうかは，今のところ不明である。

明が， Boyd-McKenzi巴 (1992)によってエッジ

ワース均衡アプローチに基づいて行なわれてい

る。本文でも何度も触れたように，そこでは既

約性よりもきつい条件である強既約性が用いら

れている。強既約性の中で通常の既約性と異な

る部分は，エッジワース均衡の存在に関わる部

分で用いられたのであるが，本稿のような根岸

アプローチではエッジワース均衡アプローチを

利用していないので，強既約性の中でエッジワ

ース均衡アプローチで必要となる条件を置き換

えている仮定(6)の下では，通常の既約性のみで

十分と思われる。したがって，本稿のような根

岸アプローチを用いて，仮定(6)と通常の既約性

のもとで，R∞を財空間として用い，個人生存

条件の下で一般的な消費集合を用いた無限期間

経済モデルにおける競争均衡の存在定理の証明

を行う事も，興味深いと思われる。

ただし，R∞を財空間として用いてエッジワ

ース均衡アプローチを利用している， Peleg-

Ya紅 (1970)や Boyd-McKenzie(1992)では，

直接的に分離定理を適応するのでなく，分離定

理を適応しながら近似するという議論を用いて

おり，その際に，価格集合の定義で用いられる

点をエッジワース均衡配分という事実に基づい

て上手く構成している。一方，本稿のような根

岸アプローチを用いると，パレート最適な配分

を動かす事になるので，価格集合の定義で用い

られる点をパレート最適な配分から独立に上手

く構成しなくてはならず，それが上手く構成で

きるかどうかは現時点では不明である。しか

し，いずれにしてもとの問題についても別の機

会で考察したいと考えている。

付録(選好の凸性に基づいた連続効用関数表現

定理)

第 2節で弱パレート最適な配分の存在を示

すために， ドブリューの連続効用関数表現定理

を利用して選好が連続効用関数表現される事を
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用いた。 Mas-Colell(1986)では閉区間[a，b]

(a孟b)上における選好の単調性に基づいた連

続効用関数表現定理が与えられているが，第

2節での F"上での連続効用関数表現では，

F"が閉区間[a，b](a ~ b)という形状になって

いるとは限らないので，選好の単調性だけでな

く以下の選好の凸性(2')も利用する必要がある。

(2'):yεP"(x)，αε(0， 1)=争αy+(l α)xεP"(x)

この連続効用関数定理はBoyd-McKenzie(1992) 

や McKenzi巴(2002，Ch. 2)においても示されて

いて，そこではp"(x")の凸性と R"(x" )=cl c" 

(p" (x"))という選好の局所非飽和条件を利用

している。との選好の局所非飽和条件は選好の

単調性から導かれるが，凸性(2')からも導かれるロ

ことで，選好の凸性(2')に基づいた連続効用関

数表現を示しておく。

定理:選好の連続性と凸性(2')の下では，R" 

はF"土で連続効用関数によって表現可能であ

る。

証明)ヨu": F"→R， C*)弱位相u(l∞，11)一連

続，u" (X") ミ u"(z")~x"R"z" となる事を示せ

ばよい。まず，R"の(*)弱位相叫ん，11)一連続

性により F"上に選好に関して最大点と最小点

が存在する事を示す。今F"上に選好に関して

最大点がないとすると，VX" EF"，ヨz"εF"，z" 

εP"(x")，つまり t Xhε(p")-1 (z")となる。選

好の連続性(2)より，(P")一1(z")は(*)弱位相

σ(1間 11)ー開集合なので， {(P")ー1(z"):z"εF"} 

はF"の開被覆となり，F"の(水)弱位相σ(1，∞，11) 

ーコンパクト性により，ヨzf，・." z:，~ ε F" ， F" 

CU7~1 (P" )-1 (Z!')となる。すると，R"の推移性

と完備性より R"とp"の推移性が成り立ち，

{Z/l ， ・・・ z:，~}の中に最大元があり，それをz['と

すると， zfεR"(z!')，Vi=2，・"，m となる。する

と，再びR"とp"の推移性より z['εR"(z!')と

x"ε(P" )一1(z!') Vx"εF"なのでzfεR"(x") Vx" 

εF"となって，z[' E F"が選好に関して最大点

となり，前提に矛盾する。ゆえに，F"上には

選好に関する最大点が存在する。同様に，F" 

上に選好に関して最小点がないとすると，Vx" 

εF"，ヨz"εF"，x"εp" (z")となるが，選好の連

続性(2)より p"(z")は('1ε)弱位相σ(1，∞，11)ー開集

合なので，{P"(z"):z"εF"}はF"の開被覆と

なり，F"の(*)弱位相叫ん，11)ーコンパクト性

より，ヨzf，・." z:，~ ε F" ， F"CしJ7~IP 勺!')となる。

すると，R"の推移性と完備性より R"とp"の

推移性が成り立つので， {zf'，・"， z，~~} の中に最

小元があり，それをZ!'とすると，z!' ER" (z[')， 
Vi = 2，・"，mとなるが，すると，再びR"とp"

の推移性より zfεR"(z[')とx"εp"(z!') Vx" E 

F"なのでx"ER"(Z!')Vx"EF"となって，z[' E 

F"が選好に関して最小点となり，前提に矛盾

する。故に，F"上には選好に関する最小点も

存在する。

そこで，選好に関する最大点と最小点をそれ

ぞれa"，b"とすると， dεF". x'" =xo' + (yo -
~7. =1 XO') (>> XO')εF"， x'"εp" (XO')より a"R" 
x'ぺx'"p" x3， x3 R " b "となって，a"p"b"とな
り，a斧bである。そ乙で，u"(a")=l，u"(b")=O 

とし，更に，x" R"a"のケースではu"(x" )=u" 

(a")， b"R"x"のケースではu"(x")=u"(b")と

する。そして，a"P"x"，x"P"b"となる x"(εF")

を任意に1つ選び，J+={αε[0，1]: aa" +(1ーα)

b"εR"(x")}， J一={αε[0，1]:αa" + (1ー α)b"E 
(R")ー1(x")}とする。 a"εP" (x")とb"ε(P")ーI

(x" )より 1εJ+，OεJ となってJ一¥ rf日で

ある。また，選好の完備性より [0，1]=r uJ+ 

であり，選好の連続性より r，J+は閉集合な

ので， [0，1]が連結集合である事より，J+nJ-= 

とはなれず，J+nrr在日となる。そして TεJ+

nJーならば(Ta"+(1-T)b" )1" x"となる事に

注意する。今， 7，，，-'εJ+門J とすると，一般性

を失う事なく TくT'として，z=(Ta" +(1 -T) 

b" )1" (x")， Z' =(T' a" +(1一戸)b")1" (x")とおく。

すると，ZI" z'でどε(z，a")となり， α"P"x"と

zI"x"よりa"P"zとなって，選好の凸性(2')より
どP"zとなるが，これはZI"z'に矛盾するので

T=戸となり，J+nJーは一つの実数 Tからな

る事が分かる。それをT"(x")として，乙の値
を利用して u"(x" )=T" (x")として，関数uh:
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F"→[0，1]を定義する。

次に，関数u":F"→[0，1]がR"に対応する
効用関数，つまり，u" (x)注u"(x')C'>xR" x'で

ある事を示す。そのためには，u" (・)の定義よ
りxR"x' C'>y" (x);:?;y" (x')となる事を示せばよ

い。まず，xR"x'の時に y"(x)くy"(x')となっ

たとすると y"(・)の定義より，xl" (y" (x)a" + 

(1 -y" (x))b")， x' 1" (y" (x')a" +(1 -y" (x'))b") 

となって，xR"x'と選好の推移性より，(y" (x)a" 

+(1 -y" (x))b" )R" (y" (x')a" + (1-y" (x') )b") 

となる。しかし，y" (x)くy"(x')より y"(x')ε(y" 

(x)，l)なので (y"(x')a" + (1 -y" (x'))b")ε((y" 

(x)a"+(1-y"(x))b")，a"]となるが，選好の凸

性より，(y" (x')α"+(1 -y" (x'))b" )P" (y" (x)a" 

+(1 -y" (x))b")となるので矛盾が起こり，故
に，xR"x'=争y"(x);:?;y" (x')となる。次に，y"(x)注

y"(x')の時にx'P"xとなったとすると，x'p"xよ

りx'R"xとなる事に注意すると，既に示した

事より y"(x');:?; y" (x)となって刊(x)= y" (x')と

なるが，すると，(y"(x)a"+(l-y"(x))b")=(y" 

(x')a"+(l-y"(x'))b")となって，勿論，(y" (x) 

a" +(1 -y" (x))b" )1" (y" (x')a" +(1 -y" (x'))b") 

となる。すると，y" (・)の定義より，xl" (y" (x)a" 

+(1-y"(x))b")，ど1"(y" (x')a" +(1 -y" (x'))b") 

となるので選好の推移性より xl"x'となるが，

これは矛盾であり，故に，y"(x)ミy"(x')=争xR"x'

となる。したがって， xR" x' C'>y" (x)ミy"(x')と

なって，u" (x);:?;u" (x')C'>xR" x'となり，関数

u" :F"→[0，1]がR"に対応する効用関数であ
る。この時，u"(x)=u"(x')C'>xl"x'となるので，

u" (x)>u" (x')C'>xP" x'となる事にも注意する。

最後に u"の(ヰ)弱位相σ(loo，[1 )一連続性を
示すが，u" (X)>U" (X')C'>y" (X)>y" (〆)C'>xP"x' 
とxl"(y" (x)a" +(l-y" (x))b")となる事より，

(u" )-1(( ∞，y))=(u")ー1([0，y)) = (y")ー1([0， y)) = 

{xεF" : y(x)く y}={xεF": (ya" +(l-Y)b") 

P" (y(X)α" + (1-y(X)) b")} = {xεF" : (ya" + 
(1-y)b")P" x}=(p")-I((ya" +(1-y)b"))とな

るが， (P")ー1((ya" +(1 -y)b"))は選好の連続

性よりC*)弱位相σ(loo，[1 ) 開集合なので，u" 

は上半連続である。同様に，(U")-I((η∞))= 

(u" )一1((η l])=(y)ー1((η l])={xεFlt:Tくy(x)}={x

εF" : (y(x)a" + (1 -y(x))b") P" (Ta" + (1 -y) 
b")}~{x ε F" :xp"(ya"+(l-y)b")}=P"((ya" 

+(l-Y)b"))となるが，P" ((ya" +(1-y)b")) 

は選好の連続性より(*)弱位相叫ん， [1 )ー開集

合なので，u"は下半連続である。したがって，
dは連続である。 Q.E.D

最後に，本文では選好の弱凸性(2)を仮定した

が，次の補題でこれが選好の連続性の下では選

好の凸性(めから導かれる事も示しておく。

補題:(2)の選好の連続性下では，選好の凸性

(2')より(2)の選好の弱凸性が成立する。

証明)y，yrεR"(x)(y斧y')で(y，y')¥R" (x)井目

とすると，ある zε(y，y')¥R"(x)が存在してxε

P" (z)となってzε(P" )-1 (X)となるが，(p")-1 

(x)は開集合で(y，y')は(非空な)開区間なの

で(y，y')上でzに十分に近いz'に対しでも

どε(P")ーI(X)となってxεP" (Z')となる。一

般性を失う事なくど ε(z，y')とすると，R"と

P"の推移性によってy'ER"(x)とxεP" (z) 

より y'EP" (z)となり，更に P"の凸性より

どεP"(z)となる。ところで，ど ε(z，y')より

z ε(y，z')となるが，同様にR"とP"の推移性

によってyεR"(X)とxεP"(z')より yεP"(Z') 

となるので再びP"の凸性より zεP" (Z')とな

ってど εP"(z)に矛盾する。故に [y，y']c

R"(x)となって R"(x)は凸集合である。Q.E.D

この付録の連続効用関数定理は選好の凸性(2')

から導かれたが，P"(x")の凸性と R"(x")の凸

性は同値なので，この選好の凸性(2')の方が，

Boyd-McKenzie (1992) や McKenzie (2002， 

Ch. 2)の連続効用関数定理の条件である

R"(x")の凸性(と R"(x" )=cl c' (P" (x" )))よ

りも，条件としてはきつくなっている。
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